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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(１) 連結経営指標等

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月

売上高 (千円) 30,529,613 31,607,815 36,239,291 42,065,394 52,372,323

経常利益 (千円) 897,767 1,355,413 1,482,549 2,507,688 3,524,731

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 595,074 826,168 961,343 1,638,128 2,350,592

包括利益 (千円) 5,064 307,441 944,528 1,648,039 2,360,493

純資産額 (千円) 3,852,323 3,744,316 4,600,943 6,150,759 8,362,909

総資産額 (千円) 17,648,653 17,036,770 20,516,587 26,892,679 39,308,261

１株当たり純資産額 (円) 564.05 548.25 667.24 881.93 1,171.51

１株当たり当期純利益
金額

(円) 87.45 121.42 141.22 238.28 335.91

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) 83.86 119.64 138.86 226.98 305.98

自己資本比率 (％) 21.7 21.9 22.3 22.8 21.2

自己資本利益率 (％) 15.4 21.8 23.1 30.6 32.5

株価収益率 (倍) 8.6 4.3 6.3 4.2 6.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,243,130 4,102,249 2,282,925 △977,432 16,418

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,187,030 △1,064,162 △4,271,162 △3,399,931 △5,664,661

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,076,497 △1,589,995 2,410,196 3,993,078 8,963,732

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 3,699,130 5,148,939 5,571,629 5,188,341 8,502,267

従業員数
(人)

273 299 340 354 399
(外、平均臨時雇用者数) (63) (74) (114) (130) (163)

 

(注) １．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第15期の期首から適用してお

り、第15期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

２．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計

基準については第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）については第65-2項(2)ただし書きに定める経過的

な取扱いを適用しております。この結果、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基

準等を適用した後の指標等となっております。
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(２) 提出会社の経営指標等

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月

売上高 (千円) 18,355,900 20,755,422 24,272,124 30,486,189 34,518,288

経常利益 (千円) 1,005,710 189,243 1,086,926 1,784,275 2,587,625

当期純利益 (千円) 993,685 161,015 865,830 1,297,646 1,911,270

資本金 (千円) 379,780 379,780 401,508 427,999 482,483

発行済株式総数 (株) 6,804,400 6,804,400 6,871,000 6,952,200 7,119,200

純資産額 (千円) 2,947,685 2,157,612 2,937,441 4,136,795 5,896,937

総資産額 (千円) 9,153,685 8,859,838 11,343,561 13,355,783 21,306,069

１株当たり純資産額 (円) 432.57 316.66 427.09 594.63 827.93

１株当たり配当額
(円)

13.60 19.00 22.00 37.00 105.00
(うち１株当たり中間
配当額)

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 146.04 23.66 127.18 188.75 273.13

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) 140.04 23.32 125.06 179.80 248.79

自己資本比率 (％) 32.2 24.3 25.9 31.0 27.7

自己資本利益率 (％) 35.9 6.3 34.0 36.7 38.1

株価収益率 (倍) 5.2 22.3 7.0 5.3 7.5

配当性向 (％) 9.3 80.3 17.3 19.6 38.4

従業員数
(人)

101 114 136 152 169
(外、平均臨時雇用者数) (47) (54) (68) (66) (68)

株主総利回り (％) 124.7 91.9 154.1 179.3 362.8
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (127.3) (125.5) (157.8) (198.2) (206.3)

最高株価 (円)
1,010 754 943 1,070 2,410

     

最低株価 (円)
564 466 505 706 812
     

 

(注) １．最高・最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所マザーズにおけるものであり、2022年４月４日以

降は東京証券取引所グロースにおけるものであります。

２．2025年６月期の１株当たり配当額105円については、2025年９月25日開催予定の定時株主総会の決議事項に

なっています。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第15期の期首から適用してお

り、第15期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

４．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しており、前事業年度に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準につ

いては第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、当事業年度に係る主要

な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【沿革】

当社は、2007年９月東京都渋谷区にて創業し、主に20代～30代の単身者向けに、住居用不動産の転貸借事業（サブ

リース事業）および賃貸仲介事業を主たる事業として、成長してまいりました。

創立以来、サブリース事業と賃貸仲介事業を中核としておりましたが、2012年のインベスト事業（不動産売買）開

始を皮切りに事業の多角化をはかり、2017年にはM&Aによりマンション開発・販売事業に進出するなど、不動産に関わ

るサービスをワンストップで提供できる体制を構築いたしました。

近年は「不動産DX」を事業の中核に据え、2021年には社内外のDX推進を牽引すべく「株式会社アンビションＤＸ

ホールディングス」へと商号を変更いたしました。現在は、主力の不動産事業に加え、M&Aによりライフライン関連事

業や内装工事事業など、顧客の暮らしを支える領域にも事業を拡大しております。

当社の設立から現在に至るまでの経緯は、次のとおりです。

 

年月 概要

2007年９月 当社設立(東京都渋谷区)

2007年11月 本社を東京都目黒区に移転

2007年12月

 
 

宅地建物取引業者免許を取得(東京都知事(１)第88386号)

プロパティマネジメント事業開始

渋谷店を開店し、賃貸仲介事業開始

2010年１月

 
 
 

株式会社ジョイント・コーポレーションより株式会社ジョイント・ルームピア(現株式会社アン

ビション・エージェンシー(道玄坂店・中目黒店・高田馬場店・早稲田店・相模大野店の計５店

舗))をM&Aにより100％子会社化(社名を株式会社アンビション・ルームピア(現株式会社アンビ

ション・エージェンシー)に変更)

2010年７月 宅地建物取引業者免許(国土交通大臣免許(１)第8023号)へ変更登録

2011年８月

 
当社で運営していた賃貸仲介店舗５店舗を会社分割により子会社である株式会社アンビション・

ルームピア(現株式会社アンビション・エージェンシー)へ統合

2011年12月 家賃保証業を主な事業とする、株式会社ルームギャランティを設立

2012年２月 プライバシーマーク取得

2012年３月 本社を東京都渋谷区桜丘町に移転

2012年５月 インベスト事業開始

2014年９月 東京証券取引所マザーズ市場に株式上場

2015年４月 事務代行業として、AMBITION VIETNAM CO.,LTDを設立

2015年６月

 
神奈川県にて賃貸仲介店舗を展開する株式会社VALOR(横浜店・日吉店・上大岡店・二俣川店・武

蔵小杉店の計５店舗)をM&Aにより100％子会社化

2015年11月 本社を東京都渋谷区神宮前に移転

2016年８月 不動産開発業として、共同出資により株式会社ADAMを設立

2016年11月

 
少額短期保険業として、株式会社ホープ少額短期準備会社(現株式会社ホープ少額短期保険)を設

立

2017年10月

 
投資用デザイナーズマンションの開発、売買、賃貸借、管理及び仲介を業とする株式会社ヴェリ

タス・インベストメントをM&Aにより100％子会社化

2018年２月 株式会社ADAMを吸収合併
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年月 概要

2019年７月

 
 
 

学生向け賃貸物件仲介事業部門を独立させ株式会社アンビション・レントを設立

法人向け賃貸物件仲介事業部門を独立させ株式会社アンビション・パートナーを設立

RPAを活用した入力業務代行サービスを運営する事業会社として、RPAテクノロジーズ株式会社と

の合弁会社との株式会社Re-Tech RaaS (リテックラース) を設立

2020年５月

 
株式会社アンビション・エージェンシーを存続会社、株式会社アンビション・ルームピアを消滅

会社とする吸収合併

2021年４月

 
経済産業省が定める「DX認定取得事業者」の選定を受けた他、一般社団法人「DX不動産推進協

会」を８社で設立し、代表取締役社長清水剛が理事に就任

2021年８月 ベンチャー投資・インキュベーション事業を行う株式会社アンビション・ベンチャーズを設立

2021年10月 社名を「アンビション ＤＸ ホールディングス」へ変更

2021年10月 不動産DXを推進する「DX推進室」を新設

2022年４月 東京証券取引所の市場区分見直しによりグロース市場へ移行

2023年４月

 
新電力・ガス・ウォーターサーバーなどのライフライン商材、および蓄電池・太陽光・外壁塗装

などの住宅設備環境商材販売を業とする株式会社DRAFTをM&Aにより100％子会社化

2023年８月 株式会社Re-Tech RaaSを吸収合併

2023年９月

 
株式会社アンビション・エージェンシーを存続会社、株式会社アンビション・パートナーを消滅

会社とする吸収合併

2023年12月 株式会社ヴェリタス・インベストメントを存続会社、株式会社VISIONを消滅会社とする吸収合併

2024年２月 内装・原状回復工事を業とする株式会社フレンドワークスをM&Aにより100％子会社化

2024年８月 本社を東京都渋谷区恵比寿に移転

2024年８月
株式会社STARTのグループ会社である賃貸管理業を運営するDRS株式会社、SPM株式会社、および

LTD株式会社をM&Aにより100％子会社化

2024年10月 DRS株式会社、SPM株式会社、およびLTD株式会社を吸収合併
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３ 【事業の内容】

(当社グループの状況)

当社グループは、当社(株式会社アンビションＤＸホールディングス)と連結子会社９社(株式会社アンビション・バ

ロー、AMBITION VIENTNAM CO.,LTD、株式会社ホープ少額短期保険、株式会社ヴェリタス・インベストメント、株式会

社アンビション・エージェンシー、株式会社アンビション・レント、株式会社アンビション・ベンチャーズ、株式会

社DRAFT及び株式会社フレンドワークス)、非連結子会社１社(株式会社ルームギャランティ)の計11社により構成され

ております。事業セグメント及び各社の分担は次のとおりとなっております。

なお、次の５事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

 
(１) 賃貸DXプロパティマネジメント事業

当事業は、当社グループの主力事業であり、顧客(不動産所有者)から家賃保証付きで借上げた物件を一般消費者

に賃貸する事業(サブリース)、不動産所有者の入居者募集代理業務や入退去時の原状回復業務等を行っておりま

す。当該事業につきましては、当社、株式会社ヴェリタス・インベストメント、株式会社アンビション・バロー、

株式会社フレンドワークス及び株式会社ルームギャランティが行っております。当社グループの賃貸DXプロパティ

マネジメント事業については、当社グループのリーシング力を生かし、高入居率を維持することで、より高い保証

家賃の設定を実現するとともに、独立系のサブリース業者として、主に自社で賃貸仲介事業機能を持たない投資用

不動産販売会社を取引先としております。また、一般消費者に対して、引越時の初期費用を抑える「ALL ZERO

PLAN」(敷金・礼金・保証料が０円)「SUPER ZERO PLAN」(敷金・礼金・保証料・初回家賃・更新料が０円)といった

賃料プランを設定することで、多様なスタイルを実現し、一般消費者のライフスタイルに合わせた「住まい」の提

供を図っております。高入居率の維持を目指すとともに、不動産賃貸管理に関わる業務をDXする『AMBITION

Cloud』による業務効率化と生産性向上・仲介会社の利便性向上・顧客満足度向上を実現するDX施策を推進しており

ます。

 
(２) 賃貸DX賃貸仲介事業

当事業は、営業店舗において、賃貸物件を探している一般消費者に対し、賃貸DXプロパティマネジメント事業に

て管理する物件(以下、「自社物件」という。)に加え、他社が管理する物件(以下、「他社物件」という。)を紹介

し、賃貸物件の仲介・斡旋及び当該業務に付随する引っ越し等の業者を斡旋する業務を行っております。当該事業

につきましては、株式会社アンビション・バロー、株式会社アンビション・エージェンシー及び株式会社アンビ

ション・レントが行っております。

当社グループの賃貸DX賃貸仲介事業については、自社物件を優先的に一般消費者に対して情報提供することで、

「他社では取り扱っていない物件」による当社への問合せ動機を高めております。また、AI×RPAツール『ラクテッ

ク』の活用により業務効率化・販管費の抑制に取り組んでおります。また、広告戦略の強化によるWEB集客、リモー

ト接客・VR内見などの集客施策に加え、ブロックチェーン（分散型台帳）技術を活用した当社独自の電子サイン

『AMBITION Sign』による電子契約パッケージなどの非対面サービスの強化により、お部屋探しにおける顧客の体験

価値向上を実現しております。

 

(３) 売買DXインベスト事業

当事業は、当社が行うリノベーション販売事業と、子会社の株式会社ヴェリタス・インベストメントが手掛ける

新築投資用デザイナーズマンションの開発・販売事業で構成されております 。当社は、多様なルートからの仕入れ

力を活かし、都内・首都圏を中心とした住居用不動産に付加価値の高いリノベーションを施し販売する一方、株式

会社ヴェリタス・インベストメントでは「立地」「デザイン」「設備仕様」にこだわった自社ブランドの新築投資

用デザイナーズマンションの開発・販売を手掛けております 。

また、株式会社アンビション・エージェンシー及び株式会社アンビション・バローは、それぞれが持つ専門性と

ネットワークを活かし、売買仲介事業を展開しております。これらの仲介事業の強化により、不動産取引における

包括的なソリューション提供が可能となり、インベストメント事業全体の収益基盤の多様化と強化を図っておりま

す。

さらに、不動産特定共同事業の許可に基づき、2022年より一口1万円から投資可能な不動産投資クラウドファン

ディングサービス『A funding』の運営も行っております。本サービスを通じて、より幅広い層の投資家に不動産投

資の機会を提供しております。

 
(４) インキュベーション事業

当事業は、当社グループと親和性の高い事業を行うベンチャー企業への投資、資本業務提携、投資先企業の支援

などを行い、当社の新たな事業のみならず国内の事業を創出するという役割を担っております。当社が推進する不

動産DX事業とシナジー効果のあるベンチャー企業への投資は、当社業務システムへの先端技術の早期導入につな

がっております。また、投資先企業が上場することで、増益にもつながり、当社グループの各事業価値の向上・利

益計上に寄与しています。当該事業は、株式会社アンビション・ベンチャーズが行っております。
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(５) その他事業

不動産DX事業（システム開発の海外子会社含む）、少額短期保険事業、ZEH・ライフライン事業を総じて、その他

事業としております。

不動産DX事業では、賃貸管理の次世代管理システム「AMBITION Cloud」を海外子会社であるAMBITION VIETNAM

CO.,LTDなどで開発し、社内のDX化を優先的に取り組んでおります。

　少額短期保険事業については、連結子会社である株式会社ホープ少額短期保険が、主に賃貸住宅入居者向けの家

財保険商品を提供しております。

　ZEH・ライフライン事業については、蓄電池、太陽光発電、外壁塗装など電力創出・省エネルギー設備の営業を行

うZEH（Net Zero Energy House）事業と電気・ガス提供会社の開設・切替の取り次ぎ、ウォーターサーバーなどの

営業を行うライフライン事業を子会社の株式会社DRAFTにて行っております。弊社管理物件の入居者や賃貸仲介の顧

客に対しサービス提供を行うなど、賃貸DX事業とのシナジー効果を創出し、多角的な収益基盤の確立に寄与してお

ります。
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これらの事業の系統図は次のとおりとなります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社アンビション・
バロー

神奈川県横浜市西区 20,000

賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業、賃
貸DX賃貸仲介
事業

100

当社管理物件を中心に神奈
川県内で賃貸管理および賃
貸仲介業を展開しておりま
す。
役員の兼任　１名

AMBITION VIETNAM CO.,LTD
ベトナム社会主義
共和国
ホーチミン市

230,000
USD

その他
100
 

当社のシステム開発および
入力代行業を行っておりま
す。

株式会社ホープ少額短期保険
(注)２

東京都渋谷区 103,940 その他 93.1

当社管理物件を中心に不動
産賃借人の少額短期保険業
を行っております。
役員の兼任　２名

株式会社ヴェリタス・
インベストメント
(注)２

東京都渋谷区 100,000
売買DXインベ
スト事業

100

東京都及び神奈川県のプレ
ミアムエリアで不動産開発
および販売業を行っており
ます。
役員の兼任　３名

株式会社アンビション・
エージェンシー

東京都渋谷区 10,000
賃貸DX賃貸仲
介事業

100

当社管理物件を中心に首都
圏内で賃貸仲介業を行って
おります。
役員の兼任　１名

株式会社アンビション・
レント

東京都目黒区 1,000
賃貸DX賃貸仲
介事業

100
学生向けの賃貸仲介業を展
開している。

株式会社アンビション・
ベンチャーズ

東京都渋谷区 10,000
インキュベー
ション事業

100
ベンチャー企業への投資事
業を行っております。
役員の兼任　１名

株式会社DRAFT 東京都渋谷区 500 その他 100
住宅設備環境商材の販売を
行っております。
役員の兼任　２名

株式会社フレンドワークス 東京都中野区 5,000
賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業

100
内装業を行っております。
役員の兼任　１名

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．株式会社ヴェリタス・インベストメントについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(１) 売上高　　　     17,995百万円

(２) 経常利益　　　    1,156百万円

(３) 当期純利益　　      694百万円

(４) 純資産額　　      5,426百万円

(５) 総資産額　　     20,085百万円
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５ 【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

 2025年６月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

賃貸DXプロパティマネジメント事業 107(35)

賃貸DX賃貸仲介事業 88(27)

売買DXインベスト事業 82(2)

インキュベーション事業 ―(―)

報告セグメント計 277(64)

その他 57(51)

全社(共通) 65(48)

合計 399(163)
 

(注) １．従業員数は就業人員(当社グループから社外への出向者及び社外から当社グループへの出向者はおりませ

ん。)であり、臨時雇用者数(パートタイマーを含む。)は、年間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．前連結会計年度末に比べ従業員数が45名増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い期中採用が増加

したことによるものであります。

 

(２) 提出会社の状況

    2025年６月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

169(68) 34.0 3.9 5,479,104
 

 
セグメントの名称 従業員数(人)

賃貸DXプロパティマネジメント事業 83(35)

賃貸DX賃貸仲介事業 ―(―)

売買DXインベスト事業 41(2)

インキュベーション事業 ―(―)

報告セグメント計 124(37)

その他 3(―)

全社(共通) 42(31)

合計 169(68)
 

(注) １．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数(パートタイマーを含む。)は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社(共通)は、管理部門の従業員であります。

 
(３) 労働組合の状況

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(１) 企業理念

「住まい」の未来を創造するという「大志」を抱いて、出会った人全てに「夢」を提供できる「リアルカンパ

ニー」を目指します。

「夢を目標に！目標を現実に！」

 
(２) 経営方針

当社グループは、ブロックチェーンやAIを活用した安全でシームレスなデータ連携で快適な住まい体験を実現で

きるよう「不動産ビジネスを一気通貫で構築できるDXプラットフォームを構築し、快適な住まい体験を提供する」

を方針として更なる成長を遂げることを考えております。

今後は、『DXによって不動産ビジネスを変革し、デジタルとリアルを融合した唯一の不動産デジタルプラット

フォーマーになる。』というビジョンのもと既存事業の成長に加え、M&Aやアライアンス・ベンチャー投資を加速

し、非連続的な成長を実現してまいります。

 
(３) 経営環境

当社グループの主力事業エリアである首都圏は、国内の人口動態として単独世帯の増加傾向が継続していること

に加え、近年では「潤日」に代表される海外富裕層からの旺盛な居住・投資需要も顕在化しております。これら

は、当社の主力である賃貸DXプロパティマネジメント事業及び売買DXインベスト事業双方の追い風となっておりま

す。

一方で、金融政策の正常化に伴う金利動向や、依然として高水準で推移する建設コストなど、不動産市況に影響

を与えうる外部環境の変化にも注視が必要な状況です。また、不動産業界全体においてもデジタルトランスフォー

メーション（DX）の潮流は一層加速しており、特に生成AI等の先進技術を活用した新たな顧客体験価値の創出や業

務効率化が競争優位性を左右する重要な要素となっております 。

このような環境認識のもと、当社グループは「不動産DX」戦略をさらに加速させております。自社開発のDXプロ

ダクト活用により、業界平均を大幅に上回る入居率を実現するなど着実な成果を上げております 。あわせて、既存

事業とのシナジーが見込める領域におけるM&Aを組み合わせることで、事業ポートフォリオの強化と非連続な成長を

目指してまいります。

 
(４) 対処すべき課題

①各事業の競争力強化と収益基盤の盤石化

当社グループの持続的成長の根幹である各事業部間の連携をさらに深め、収益基盤をより強固なものにしてまい

ります。

 
イ．事業間シナジーの最大化

各事業間で生まれる「成長の好循環」を加速させます 。具体的には、プロパティマネジメントで蓄積した豊富

な入居者ニーズ等のデータを、賃貸仲介事業やその他事業にフィードバックする仕組みを高度化し、グループ全

体の収益性を向上させます。

 
ロ．戦略的なアセットの確保

地価や建築コストの上昇という環境変化に対応するため 、当社が蓄積した不動産ビッグデータの分析を強化し

ます。これにより、潜在的な価値を持つ優良な不動産アセットを早期に特定し、収益性の高いプロジェクトを継

続的に確保してまいります。

 
②DX戦略の深化による「不動産デジタルプラットフォーム」の確立

ビジョンの実現に向け、DXを競争優位性確立のための中核戦略と位置づけ、取り組みを深化させてまいります。

 
イ．DXソリューションの統合プラットフォーム化

これまで自社開発してきた複数のDXソリューション群を、データが双方向でシームレスに連携する「統合され

たエコシステム」へと昇華させます。これにより、全てのステークホルダーに優れた体験価値を提供し、模倣困

難な競争優位性を確立します。
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ロ．データドリブン経営への転換

開発から管理、仲介に至る不動産のライフサイクル全般で蓄積した独自の不動産ビッグデータを戦略的に活用

します。機械学習などを活用した高度なデータ分析に基づき意思決定を行う「データドリブン経営」へと転換

し、全事業領域における顧客生涯価値（LTV）の最大化を図ります。

 
③新たな収益源の確立と事業エコシステムの拡張

既存事業の成長に加え、新たな収益の柱を確立し、非連続的な成長を目指します。

 
イ．自社開発DXソリューションの外部展開

社内での有効性が実証済みのDXソリューションについて、不動産業界の共通課題を解決するB2B SaaSプロダク

トとして外部への販売を本格化させます。これにより、景気変動の影響を受けにくい安定したリカーリング収益

の確立を目指します。

 
ロ．戦略的M&A・アライアンスの推進

当社が目指す「不動産デジタルプラットフォーム」を補完する技術やサービスを持つ企業を対象に、規律ある

戦略的なM&Aおよびアライアンスを積極的に推進します。これにより、事業エコシステムを拡張し、企業価値創造

を加速させてまいります。

 
④持続的成長を支える経営基盤の強化

挑戦的な成長戦略を支えるため、人材とガバナンスを中心とした経営基盤の強化に努めます。

 
イ．戦略的人材育成とエンゲージメント向上

外部からの採用に頼るだけでなく、社内における人材育成を強化します。既存社員に対するスキルアップ研修

や、資格取得支援などの教育プログラムを拡充し、次世代のリーダーを計画的に育成します。また、一人ひとり

の成長を正当に評価し、挑戦を奨励する文化を醸成することで、従業員エンゲージメントを高め、人材の定着を

図ります。

 
ロ．ガバナンス・コンプライアンス体制の高度化

事業の拡大と多様化に対応し、すべてのステークホルダーの皆様からの信頼の礎となる、強固でスケーラブル

なガバナンス・コンプライアンス体制を構築し続けます。法令遵守を徹底し、企業の社会的責任を果たしなが

ら、成長に伴うリスクを適切に管理してまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

当社グループは、企業理念である「住まいの未来を創造するという大志を抱いて、出会った人全てに夢を提供で

きるリアルカンパニーを目指します。」に基づき、不動産DXを推進することで、社会全体の生産性向上と持続可能

な社会の実現に貢献することを目指しています。私たちは、企業活動を通じて経済的価値を創造するだけでなく、

環境、社会、ガバナンス（ESG）の側面にも配慮し、長期的な企業価値の向上と持続可能な社会の発展を両立させる

ことを重要な経営課題と認識しています。

すべてのステークホルダーとの対話を重視し、事業活動のあらゆるプロセスにおいて、環境負荷の低減、社会課

題の解決、そして健全な企業統治の確立に取り組んでまいります。

 
ガバナンス

当社は、機関設計を監査等委員会設置会社としております。これは、監査等委員が取締役となることにより、そ

の豊富な知見を利用できること、また、取締役会で投票権を持つものであります。ガバナンスの向上に資する機関

設計は、当社のように成長途上の企業にとって最適な仕組みであると判断し、選択したものであります。この他、

任意の仕組みとして、サステナビリティ関連のリスク監視及びコンプライアンス・ガバナンス強化のため、経営陣

の情報共有を円滑化するべく経営会議等を開催し、当社役員、社外取締役、部門長、子会社役員が定期的に集まる

当会議において、グループ全体の方針について議論しております。

併せて、当社の取締役の選任や報酬に関する決定プロセスの透明化を目的として、「指名・報酬委員会」を設置

し、経営の健全性の向上を図っております。

委員会の活動については、定期的に取締役会に報告されるとともに、特に重要な事項については、随時、取締役

会に上程または報告され、適宜必要な指示・助言を受けることでモニタリングが図られています。

 
戦略

当社グループは、サステナビリティに関する取組が当社グループの事業活動に与える影響について、その重要性

が相対的に高いと考えられるサステナビリティ課題から順次影響度を評価し、事業戦略に組み込むべきと考えてお

ります。

 
①環境（Environment）

私たちは、不動産DXの推進がもたらすペーパーレス化や移動の削減といった効果に加え、具体的な環境保全活

動にも積極的に貢献します。

 
「不動産DXによる環境負荷の低減」

SaaS型サービス導入による契約書の電子化、会議のオンライン化などを推進し、紙資源の使用量削減と移動

に伴うCO2排出量削減に貢献します

 
　「地域環境維持活動への貢献」

今期より、豊かな自然環境の維持・保全活動を支援するため、ふるさと納税を実施することとし、様々な内

容の検討の結果、群馬県に対して実施しました。これにより、地域社会の活性化と環境保護に貢献します。

 
②社会（Social）

私たちは、事業を通じて社会課題の解決に貢献するとともに、多様な人材の活躍を支援し、誰もが安心して暮

らせる社会の実現に貢献します。

 
「人的資本」

従業員の健康と、人の成長で企業の成長を促進し、お客様に貢献いたします。さらに社会に対しても持続的に

貢献できると考えております。人材に対する基本的に考え方に加え、成長途中であり、かつ、変化が多い当社グ

ループにおいては、中長期的な人材育成方針と社内環境整備の方針の作成・実施については毎期見直しを行い、

試行錯誤をしながら取り組むこととしております。

 
「顧客満足度の向上と情報セキュリティの徹底」

顧客のニーズに応える高品質なサービスを提供し、顧客満足度の向上に努めるとともに、お客様の個人情報お

よび機密情報の保護を最重要課題と認識し、厳格な情報セキュリティ対策を講じます。

 
リスク管理

当社グループは、リスクが顕在化した場合、その対応によっては企業経営の根幹に影響を及ぼす恐れがあるとし

て、リスク管理は極めて重要な施策であると考えております。

当社グループでは、当社代表取締役社長をリスク管理の最高責任者とし、「リスクマネジメント委員会」にてサ

ステナビリティ関連を含む全体的なリスク管理における重要な意思決定を行っております。また予防的な取り組み

として「コンプライアンス委員会」において、法令違反事例等の情報を共有し、具体的なリスクと機会を想定、分
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類し、継続的に監視しております。

内部監査部門はグループ全体のリスクを総覧し、当社代表取締役・取締役会（加えて、内部監査部門が必要と判

断した場合には監査等委員たる社外取締役または監査等委員会・会計監査人）に報告する体制となっており、個社

別・全社的リスクを適切に管理しております。

 
指標及び目標

当社グループでは、優秀な人材の確保、育成が今後の当社グループの成長のファクターになってくると考えてお

ります。人材の確保を行う上で、採用した労働者に占める女性労働者の割合も重要な指標と考えており、当社の全

労働者の48%、正社員の40%、アルバイトの70%、当社グループの2025年4月入社新卒の21%が女性です。

なお、当社の女性活躍推進法に基づく一般事業主行動目標計画を次のとおり定めております。

指標 目標 2025年度実績

女性労働者の新卒採用割合 継続的に30％以上にする 22％

採用した女性労働者を定着 平均勤続年数を現在より1年以上延ばす 4.25年
 

　　　(注)計画期間　2025年７月１日～2028年６月30日までの３年間
 

指標に関する目標及び実績は提出会社のものを記載しております。理由といたしましては、当社においては関連

する指標のデータ管理とともに具体的な取組みが行われているものの、必ずしも連結グループに属する全ての会社

では行われておりません。また、会社規模として連結グループにおいては主要な事業を営む当社単体が占める割合

が大きいことから、当社の目標及び実績のみを記載しております。今後は連結グループに属する全ての会社におけ

るデータ管理と具体的な取組みについても検討いたします。

また、個人の成長支援によって、新たな企業文化の醸成することができると考えており、不動産業界において重

要な資格の一つである「宅地建物取引士」の資格取得支援は積極的に実施しております。当社グループにおける当

該資格保有率は45.6％を占めております。

また、昨年は「健康優良企業（銀の認定）」を取得するなど、積極的に健康経営に取り組んでまいりました。こ

れらの取り組みが評価され、「健康経営優良法人 2025」の認定に至りました。今後も、健康経営の視点を経営戦略

に組み込み、従業員の健康と組織の持続可能性を追求してまいります。

 
３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(１)法的規制等について

当社グループは事業の遂行にあたり、様々な法規制の適用を受けております。これらの法令・規制の改正、また

は新たな制定が行われた場合、当社グループにおける事業構造や資金調達方法を変更せざるを得ない、または、こ

れらの制定や変更に対応するための費用が発生する可能性があります。このような法規制の変更等によって、当社

グループの事業、財政状態および経営成績等は悪影響を受ける可能性があります。当社グループは、国内外の各種

法令、規制、法制の動向について、各種団体や専門家等からの情報を収集・分析して当社の各組織にて対応の検討

を行い、影響の度合いや内容に応じて必要と判断したものについては、速やかに情報を共有の上、適切に対応して

います。

 
(２) 事業環境の変化によるリスク

景気変動、国内外の経済状況の変化、金利上昇、為替変動、物価変動、少子高齢化・人口減少、産業構造の変化

等は、不動産需要の低下、市況の悪化による地価等の下落、個人消費の低迷等をもたらす可能性があります。こう

した事業環境の変化に伴い、賃貸用不動産の稼働率の低下や賃料の減少、分譲住宅等の販売用不動産の売上の減少

の他、その対応のための費用の増加が生じ、当社グループの事業、財政状態および経営成績等は悪影響を受ける可

能性があります。当社グループは、事業環境や顧客ニーズの変化等を見極めながら、グループ会社の連携強化、顧

客ニーズを先取りした商品開発、新たなビジネスインフラの顧客への提供、DXの推進、人口動態や供給動向を見据

えた立地戦略、海外を含めた資産ポートフォリオの戦略的構築等を進めてまいります。

 
(３)コンプライアンスについて

①情報管理リスク

当社グループは、経営情報や技術情報等の重要な機密情報や、取引先およびその他関係者の個人情報を保有して

EDINET提出書類

株式会社アンビションＤＸホールディングス(E30880)

有価証券報告書

 14/124



おります。社外からの不正侵入、社内における不正使用等、不測の事態によりこれらの情報が漏洩した場合は、企

業価値の毀損、社会的信用の失墜、関係者への補償等により、当社グループの財政状態および経営成績等に重要な

影響を与える可能性があります。これらの情報の外部への流出を防止するため、社内規程の整備や役職員への周知

徹底、セキュリティシステムの強化等対策を講じております。

 
②不正リスク

当社グループは、事業拡大に伴い役職員数が増加しており、それに伴い、役職員等の内部関係者による贈収賄、

横領、インサイダー取引等の不正行為が発生するリスクを認識しております。また、事業の急速な拡大により、不

正行為を適時に発見するための内部管理体制の構築が追いつかないという事態が生じる可能性も否定できません。

このような法令等に抵触する事態や不正行為が発生した場合には、当社グループの社会的信用の低下、金銭的損

失、法的責任の追及などに繋がり、当社グループの経営成績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。当社グループでは、これらの不正リスクを低減するため、コンプライアンス関連規程を制定するとともに、役

職員が遵守すべき法令・ルールについてeラーニングによる啓発等を継続的に実施しております。さらに、内部統制

システムの整備・運用、内部監査の強化、そして内部通報制度の適切な運用に取り組むことで、不正行為の未然防

止と早期発見に努めてまいります。またコンプライアンス委員会を設置し、グループ全体のコンプライアンス体制

を統括、監視しております。

 
③訴訟リスク

当社グループは様々な事業活動を行っており、それらが訴訟や紛争等の対象となる可能性があります。対象と

なった場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。訴訟を回避すべく、取引先

とトラブルが発生しないよう日頃から適正な業務運営に努めております。また月１回開催しているリスクマネジメ

ント委員会におきましても、訴訟につながる恐れもある大きなリスクの管理強化、低減策実行を図っております。

 
(４) 風評リスクおよび品質リスク

当社グループは、提供するサービスの品質に起因する顧客満足度の低下や瑕疵・不具合の発生、またはインター

ネットやSNS等でのネガティブな情報拡散により、企業イメージやブランド価値が損なわれる可能性があります。こ

れらは、顧客離れや新規顧客獲得の困難化、さらには損害賠償請求等に繋がり、当社グループの事業、財政状態お

よび経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、顧客からの定期的なフィードバックに基

づくサービス改善を継続し、品質管理体制の強化に努めています。また、インターネット上の情報モニタリングを

強化し、緊急時には迅速かつ適切に対応することで、風評被害の拡大防止と企業イメージの維持に努めてまいりま

す。

 
(５)与信リスク

当社グループの各事業において、取引先の財政状態の悪化や経営破綻等が生じた場合には、売上債権の回収遅延

や回収不能が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。このようなリスク

に対し、当社グループでは、新規取引開始時の審査を行うほか、取引先の信用状況を継続的に把握し、必要に応じ

て与信額の見直しを行うなど、債権保全に努めております。

 
(６)有利子負債への依存について

当社グループは、販売用不動産の取得資金の一部を主として金融機関からの借入金によって調達しております。

金融政策や経済情勢等の変化により金利水準に変動があった場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。これらのリスクを軽減するため、当社グループでは、特定の金融機関に過度に依存し

ないよう、資金調達手段の多様化を推進しております。また、自己資本の充実を図り、財務体質の強化に努めるこ

とで、金利変動リスクへの耐性を高めてまいります。

 
(７)特定人物への依存について

当社グループの創業者であり代表取締役社長である清水剛は、当社グループの経営方針・戦略の決定および事業

推進において極めて重要な役割を担っております。現時点では、同氏が当社グループの業務執行から離れることは

想定しておりませんが、不測の事態により同氏の業務執行が困難となった場合、当社グループの業績および今後の

事業展開に影響を及ぼす可能性があります。このリスクを軽減するため、当社は任意の指名委員会を設置し、後継

者の育成・発掘を進めることで、同氏への過度な依存を脱却し、より強固な組織体制の構築を目指します。
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(８)人材の確保について

当社グループは、様々な経営課題を克服し持続的な成長を実現するため、優秀な人材を継続的に確保し、育成し

ていくことが最重要課題であると認識しております。しかしながら、当社グループが求める人材の確保や育成が想

定どおりに進まない場合、当社グループの経営成績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。特に、競争の

激しい人材市場において、優秀な人材の獲得が困難になったり、既存社員の離職率が高まったりするリスクが存在

します。このリスクを軽減するため、戦略的な採用活動を継続して強化し、教育・研修制度、公平な評価制度、福

利厚生の充実等魅力的な職場環境の整備を行ってまいります。またDX推進により業務効率化を図り、生産性の向上

を強めてまいります。

 
(９)Ｍ＆Ａ等に関するリスク

当社グループでは、将来の事業拡大においてＭ＆Ａや戦略的出資、資本・業務提携など（以下、Ｍ＆Ａ等）を有

効な手段の一つとして位置付け、今後も必要に応じてＭ＆Ａ等を実施する方針です。しかしながら、事業環境の変

化等によりＭ＆Ａ等の実施時に見込んだ成果が計画どおりに進捗しなかった場合や、当初予期していなかった事業

上の問題等が発生した場合には、当社グループの財政状態並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。Ｍ＆

Ａ等を実施する場合には、対象会社の経営計画・財務内容・契約関係等について十分なデューデリジェンスを実施

するとともに、投資効果の算定、シナジーの検証及び当社の企業文化に融合できるか等、総合的に勘案することに

よりリスクの低減に努めております。

 
(10)システムリスク

当社グループの事業は、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、不正アクセスやウイル

ス被害による情報漏洩といった不測の事態、または自然災害や事故等による通信ネットワークの切断が発生した場

合、当社グループの営業活動や業務処理に遅延が生じる可能性があります。万一、当社のシステムが正常に利用で

きない場合や個人情報が外部へ漏洩した場合には、信用の失墜およびそれに伴う売上高の減少、損害賠償費用の発

生等により、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。セキュリティの確保はこれまで以上に

重要性を増していくと考え、情報システムおよび制御システムにおいて年次点検を実施し、eラーニング研修等を通

じて役職員への啓蒙を行うとともにインターネット接続時における情報アクセスへの制限やログ管理、情報端末の

紛失に備えた対策の強化、サイバー保険への加入、ウイルススキャンや異常な動きに対する検知システムの導入等

を行い、サイバー攻撃や情報漏洩に備えた環境整備を進めています。

 
(11)空室リスク

当社グループの賃貸DXプロパティマネジメント事業において、住居用のサブリース事業を行っており、オーナー

様に対して契約期間の賃料を保証しております。この賃料保証は、対象不動産の空室状況にかかわらず契約した賃

料をお支払いするため、空室率の上昇や当社が転貸する賃料の下落といった市場環境の変化に大きく影響を受けま

す。これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの売上高、営業利益、そして営業キャッシュ・フローに影響

を及ぼす可能性があります。当社グループでは、単に物件の立地や築年数、設備状況だけでなく、周辺賃料相場の

動向、競合物件の供給予測等を分析し、将来的な賃料変動リスクや空室発生リスクを評価しています。また、賃料

保証契約時には、周辺相場からの乖離が発生した場合等の賃料見直し条項や保証解除条項を盛り込み、市場環境の

変化に応じて柔軟に契約条件を見直す体制を構築し、リスクの低減を図ってまいります。

 
(12)用地獲得リスク

当社グループは、売買DXインベスト事業において、投資用ワンルームマンションの開発・販売を行うにあたり、

事業用地の確保を重要な経営戦略と位置付けております。しかしながら、高い賃貸需要が見込める駅近などの好立

地における用地取得競争の激化、地価の高騰、金利上昇、または予期せぬ法規制の変更等により、当社グループが

計画する条件での事業用地の取得が困難となるリスクがあります。また、取得した用地において、土壌汚染、地下

埋蔵物、境界問題、あるいは周辺環境に関する潜在的な問題が事後的に発覚した場合、開発計画の遅延、追加的な

コスト発生、事業採算性の悪化、ひいては当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。このリスクに対し、当社グループは、専門部署による綿密な市場調査及び地価動向の分析に加え、不動産仲介

業者、金融機関等との連携を強化し、多角的な情報収集ルートを確保しております。また、用地取得に際しては、

デューデリジェンスを実施し、潜在的なリスクの早期発見と評価に努めております。
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(13)市場変動（価格下落）リスク

当社グループは、売買DXインベスト事業において、取得した不動産の販売を行うにあたり、市場変動による価格

下落リスクを認識しております。国内外の景気動向、金利情勢、金融市場の変動、不動産関連税制の変更、人口動

態の変化、または特定の地域における供給過剰や災害の発生など、様々な要因が複合的に作用することで、当社グ

ループが取得する不動産の市場価格が下落する可能性があります。このような市場変動が生じた場合、当社グルー

プは、販売用不動産の減損損失の計上、賃料収入の減少、販売価格の下落による売却益の減少または売却損の発生

などにより、経営成績および財政状態に重大な影響を受ける可能性があります。また、不動産価値の低下は、資金

調達の制約や事業計画の未達を招く恐れもあります。このリスクに対し、当社グループは、物件の用途、立地、規

模等を考慮した価格査定を行い、リスクの軽減を図っております。不動産市場の動向を継続的に分析し、必要に応

じて最適な投資判断および物件管理を行う体制を構築。物件の競争力を維持・向上させるため、リノベーションを

実施し、物件価値の維持向上に努めております。

 
(14)建築リスク

当社グループの売買DXインベスト事業において、建設資材価格や労務費の高騰による建築コストの上昇は、開発

プロジェクトの採算性を悪化させる要因となります。建築費が想定を超えて高騰した場合には、当社グループの財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。このようなリスクに対し、当社グループでは、複数の建設

会社から見積を取得してコストの最適化を図るとともに、市況に応じて販売価格へ適切に反映させることで、プロ

ジェクト収益の確保に努めております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の概要は次のとおりです。

 

①　経営成績の状況

　当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、回復基調で推移いた

しました。一方で、今後の見通しについては、金融資本市場の変動や米国の通商政策の影響に加え、物価上昇の

継続による消費者マインドの冷え込み懸念などが、不透明な状態を継続させております。

　当社グループが属する不動産業界においては、大都市圏を中心とした不動産への堅調な需要が継続し、地価は

引き続き上昇傾向を維持しました。とりわけ、都心部の収益不動産には国内外の投資マネーが流入し、取引件数

も堅調な推移を示しております。一方で、地方部における空き家の増加や、住宅着工戸数の減少傾向、建築資材

費・労務費の高騰など、供給サイドにおける課題も顕在化しております。

　このような事業環境の中、当社グループはDXによって不動産ビジネスを変革し、デジタルとリアルを融合した

唯一の不動産デジタルプラットフォーマーになるための取り組みを行っております。2014年9月に上場して以来、

売上高は約８倍、営業利益は約21倍と大きく成長いたしました。

　当連結会計年度において、主力の賃貸DXプロパティマネジメント事業は、管理戸数の増加を進めると同時に、

次世代管理システム『AMBITION Cloud』により、管理受託や退去されるお部屋の物件募集までの生産性が向上し

たことに加え、人材投資が奏功し、リーシング力が向上した結果、入居率は98.3%と高水準で推移しております。

売買DXインベスト事業は、子会社である株式会社ヴェリタス・インベストメントの物件売却が想定通りに進捗

し、当社インベスト部においては引き続き中古物件の仕入れ及び販売に注力いたしました。仕入及び販売はとも

に予定通り順調に推移いたしました。その他事業に属する不動産DX事業は、主に入居者DXアプリ『AMBITION Me』

の開発を進め、入居者の満足度とエンゲージメントの向上、LTV（顧客生涯価値）の最大化を実現いたします。ま

た、積極的なM&Aやアライアンスの推進も検討しております。

その結果、当連結会計年度の売上高は52,372,323千円(前年同期比24.5％増、10,306,929千円増）、営業利益は

3,946,419千円(前年同期比44.8％増、1,220,101千円増）、経常利益は3,524,731千円(前年同期比40.6％増、

1,017,042千円増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,350,592千円(前年同期比43.5％増、712,463千円増）

となり、過去最高収益を達成しました。なお、売上高は５期連続の増収、全ての利益も５期連続の増益となりま

した。

 
セグメントの業績は次の通りであります。

 
（賃貸DXプロパティマネジメント事業）

　当事業は、主に住居用不動産の転貸借(サブリース)を行う当社グループ主力の事業で、管理戸数の増加及び高

入居率の維持を基本方針としております 。不動産賃貸管理に関わるあらゆる業務をDXする『AMBITION Cloud』に

より、業務効率化と生産性向上を実現しております。

　当連結会計年度末におきましては、管理戸数については27,354戸（前年同期比2,130戸増）、サブリース管理戸

数については15,621戸（前年同期比1,321戸増）と順調に増加いたしました 。当連結会計年度末時点の入居率は

98.3％（前年同期末は98.5％）となりました。

その結果、売上高は21,649,995千円(前年同期比7.0％増、1,417,536千円増）、セグメント利益(営業利益)は

2,411,401千円(前年同期比23.4％増、456,981千円増）となりました。

 

（賃貸DX賃貸仲介事業）

事業は、当社の管理物件を中心に賃貸物件の仲介事業を行っております。子会社のアンビション・エージェン

シー（『ルームピア』を運営）、及び同アンビション・バロー（『バロー』を運営）にて、都内８店舗、神奈川

県８店舗、埼玉県１店舗の計17店舗を展開しております。当事業のリーシング力の高さが主力のプロパティマネ

ジメント事業における高入居率の維持に貢献しております。

当連結会計年度におきましては、AI×RPAツール『ラクテック』の活用により、引き続き入力業務の人員抑制・

反響数のアップに取り組んでおります。また、法人営業の強化や広告戦略の強化によるWEB集客、リモート接客・

VR内見などの集客施策に加え、ブロックチェーン（分散型台帳）技術を活用した当社独自の電子サイン

『AMBITION Sign』による電子契約パッケージなどの非対面サービスの強化により、お部屋探しにおける顧客の体
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験価値向上を実現しております。

その結果、売上高は1,020,221千円(前年同期比10.9％増、99,874千円増)、セグメント利益(営業利益)は54,708

千円(前年同期比301.7％増、41,089千円増）となりました。

 

（売買DXインベスト事業）

当事業は、「立地」「デザイン」「設備仕様」にこだわった自社開発の新築投資用デザイナーズマンション販

売を中心に展開する子会社ヴェリタス・インベストメント（以下、ヴェリタス）と、多様なルートからの物件仕

入れ力により、立地を重視した分譲マンションのリノベーション販売を中心に展開する当社インベスト部で行っ

ております 。また当事業は、都内、首都圏を中心にした付加価値の高い物件の仕入れが、高単価物件の販売なら

びに一件当たりの高い粗利益へとつながっております。

当連結会計年度におきましては、計画通りに進捗し、当連結会計年度の売却戸数はヴェリタス291戸（前年同期

比49戸増）となり、当社インベスト部は、当連結会計年度の売却戸数は69戸（前年同期比41戸減）となりまし

た。

その結果、売上高は28,061,763千円(前年同期比43.0％増、8,434,150千円増）、セグメント利益(営業利益)は

3,833,884千円(前年同期比41.5％増、1,124,845千円増）となりました。

 

（インキュベーション事業）

当事業は、当社グループと親和性の高い事業を行うベンチャー企業への投資、資本業務提携、投資先企業の支

援などを子会社アンビション・ベンチャーズが行っております。

当連結会計年度におきましては新たに３社への投資並びに１社の売却を実行し、累計で33社のベンチャー企業

に投資を行っております。

その結果、売上高は9,317千円（前年同期比94.0％減、145,183千円減）、セグメント損失（営業損失）は

36,779千円（前年同期比－％、69,520千円減）となりました。

 
（その他事業）

不動産DX事業（システム開発の海外子会社を含む）、少額短期保険事業、ZEH・ライフライン事業を総じて、そ

の他事業としております。

不動産DX事業では、賃貸管理の次世代管理システム『AMBITION Cloud』を海外子会社のアンビションベトナム

などで開発し、社内のDX化を優先的に取り組んでおります。賃貸DX事業におけるDX化は、IT重説と『AMBITION

Sign』（ブロックチェーン技術を活用した当社独自の電子サイン）との連携により、電子契約のパッケージ化を

実現しております。また、入居者DXアプリ『AMBITION Me』は、入居・更新・退去に至るまでの様々なサービスを

提供しており、オンライン診療の提供や、住まいのお役立ちサービス、生成AIを導入したFAQサービスの提供をし

ております。

少額短期保険事業では、当連結会計年度におきましても順調に新規契約を獲得するとともに、申込みから支払

いまでペーパーレスで完結できる当社子会社開発システム『MONOLITH（モノリス）』によって当社グループのDX

推進の一端を担っております。

ZEH・ライフライン事業では、蓄電池、太陽光発電、外壁塗装など電力創出・省エネルギー設備の営業を行う

ZEH（Net Zero Energy House）事業と電気・ガス提供会社の開設・切替の取り次ぎ、ウォーターサーバーなどの

営業を行うライフライン事業を子会社の株式会社DRAFTにて行っております。

弊社管理物件の入居者や賃貸仲介の顧客に対しサービス提供を行うなど、賃貸DX事業とのシナジー効果を創出

しております。

その結果、売上高は1,631,025千円(前年同期比44.3％増、500,551千円増）、セグメント利益(営業利益)は

49,155千円(前年同期は28,283千円のセグメント損失)となり、大幅な収益改善により黒字化を達成いたしまし

た。
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②　財政状態の状況

(資産の部)

当連結会計年度末の総資産は39,308,261千円となり、前連結会計年度末に比べ12,415,582千円増加いたしまし

た。これは主に、販売用不動産が4,856,368千円、現金及び預金が3,313,926千円、土地が1,948,659千円、仕掛販

売用不動産が1,397,267千円増加し、のれんが175,246千円減少したことによるものであります。

 
(負債の部)

当連結会計年度末の負債合計は30,945,352千円となり、前連結会計年度末に比べ10,203,433千円増加いたしま

した。これは主に、長期借入金が1,617,136千円、短期借入金が4,479,600千円、１年内返済予定の長期借入金が

3,046,913千円増加し、１年内償還予定の社債が16,900千円、社債が16,500千円減少したことによるものでありま

す。

 

(純資産の部)

当連結会計年度末の純資産合計は、8,362,909千円となり、前連結会計年度末に比べ2,212,149千円増加いたし

ました。これは主に、利益剰余金が2,093,364千円増加したことによるものであります。

 
③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて3,313,926千円増加し、

8,502,267千円となりました。

各活動区分別のキャッシュ・フローの状況及び主な要因は以下のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、16,418千円の収入(前連結会計年度は977,432

千円の支出)となりました。これは主として税金等調整前当期純利益3,425,056千円の計上、販売用不動産の増加

による支出1,951,055千円、仕掛販売用不動産の増加よる支出1,397,267千円があったこと等によるものでありま

す。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、5,664,661千円の支出(前連結会計年度は

3,399,931千円の支出)となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出5,426,590千円があったこ

と等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、8,963,732千円の収入(前連結会計年度は

3,993,078千円の収入)となりました。これは主として、長期借入れによる収入10,650,700千円、短期借入金の純

増額4,479,600千円、長期借入金の返済による支出5,986,650千円があったこと等によるものであります。
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④　生産、受注及び販売の実績

(生産実績)

当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省略

しております。

 

(受注実績)

当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、受注実績に関す

る記載を省略しております。

 

(販売実績)

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

前期比(％)

賃貸DXプロパティマネジメント事業(千円) 21,649,995 7.0

賃貸DX賃貸仲介事業(千円) 1,020,221 10.9

売買DXインベスト事業(千円) 28,061,763 43.0

インキュベーション事業（千円） 9,317 △94.0

報告セグメント計(千円) 50,741,298 24.0

その他(千円) 1,631,025 44.3

合計(千円) 52,372,323 24.5
 

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前連結会計年度及び当連結会計年度における主な取引先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合につき

ましては、すべての取引先の当該割合が100分の10未満のため記載しておりません。
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(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものであります。

 
①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、資産・負債及び収益・費用に影響を与える見積りを必要

とする箇所があります。これらの見積りにつきましては、経営者が過去の実績や取引状況を勘案し、会計基準の

範囲内でかつ合理的に判断しておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果と異なる可能性がある

ことにご留意ください。

当社グループの連結財務諸表を作成するに当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のう

ち、重要なものについては、第５　経理の状況　１連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事項（重要な会計上

の見積り）に記載のとおりでありますが、特に以下の会計方針は当社グループの連結財務諸表作成においては重

要であると考えております。

（棚卸資産の評価）

当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下

回っている販売用不動産及び仕掛販売用不動産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用してお

ります。会計処理の適用に当たっては、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法）を採用しております。具体的には、正味売却価額が販売用不動産等の帳簿価額を下回った場合には、正味売

却価額をもって連結貸借対照表価額としております。

見積りの算出に用いた重要な仮定は、正味売却価額の算定の基礎となる売価、見積追加製造原価及び見積販売直

接経費であります。

当該重要な仮定は連結財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、見積りと将来の結

果が異なる可能性があります。すなわち、経済環境の悪化等に伴う賃料の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コ

ストが発生すること等による賃貸費用の悪化、市場金利の変動に伴う割引率の上昇、住宅販売市況の悪化に伴う販

売価格の低下等により、正味売却価額の算定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（のれんの評価）

当社グループは、戦略的施策の一環として、買収・出資等を実施しており、これらの企業結合取引により生じた

対象会社の超過収益力を、のれんとして計上しております。のれんの減損の兆候の把握、減損損失の認識の判定及

び測定は、対象会社ごとに行っております。減損の兆候があると識別された対象会社について、残存償却期間に対

応した対象会社から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんの帳簿価額とを比較し、前者が後者を

下回る場合には、のれんの減損損失を認識します。

割引前将来キャッシュ・フローの算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの場合、重要な見積り・仮

定を使用します。当該割引前将来キャッシュ・フローの見積りに使用される仮定は、主として、資産グループにお

ける将来の事業計画に基づいております。

見積りの算出に用いた仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条

件及び経営環境の変化等がのれんの評価に不利な影響を与える可能性があります。不利な影響を受けた結果、将来

の事業計画を見直し、割引前将来キャッシュ・フローが変動した場合、翌年度の連結財務諸表において、減損損失

の認識の判定及び認識が必要な際の減損損失の測定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
②　経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

(売上高)

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ10,306,929千円増加し52,372,323千円(前期比24.5％増加)

となりました。

主力事業である賃貸DXプロパティマネジメント事業では、管理戸数が安定して増加したこと及び高入居率を

キープしたことにより、売上高は前期と比べ1,417,536千円増加し21,649,995千円となり、想定を上回る業績推移

となっております。賃貸DX賃貸仲介事業では、法人営業の強化や広告戦略の強化によるWEB集客が好調だったこと

に加え、リモート接客・VR内見・電子契約など非対面サービスの強化などの集客効果が奏功した等により、売上

高は前期と比べ99,874千円増加し1,020,221千円となり、増収となっております。売買DXインベスト事業では、計

画通りに販売等が進捗したことにより、売上高は前期と比べ8,434,150千円増加し28,061,763千円となり、引き続
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き好調をキープしております。インキュベーション事業では、前期と比べ145,183千円減少し9,317千円となりま

した。その他事業では蓄電池販売やライフラインサービスの提供などが好調に推移したことによる不動産関連事

業の売上高の増加及び少額短期保険の契約件数増加等により、売上高は前期と比べ500,551千円増加し1,631,025

千円となっております。

 
(営業利益)

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ1,220,101千円増加し、3,946,419千円(前期比44.8％増

加)となり、売上高営業利益率は7.5％（前期は6.5％）となりました。

主な要因は、主力事業である賃貸DXプロパティマネジメント事業では、管理戸数の増加、募集コストの減少に

より、前連結会計年度に比べ456,981千円増加し2,411,401千円となり、大幅増益となりました。賃貸DX賃貸仲介

事業では、営業人員及びDX施策のための投資、広告宣伝費の増加等がありましたが、法人部門やDX効果による集

客増加効果による売上高の増加がコスト増分を吸収し、前連結会計年度に比べ41,089千円増加し54,708千円とな

り、増益となりました。売買DXインベスト事業では、１戸当たりの売買価格の増加による利益の増加、内装工事

を内製化したことによるコストの減少等により、前連結会計年度に比べ1,124,845千円増加し3,833,884千円とな

り、増益となりました。インキュベーション事業では、前連結会計年度に比べ69,520千円減少し36,779千円とな

り、減益となりました。その他事業では、ZAH・ライフライン事業が軌道に乗り始めたこと、少額短期保険事業の

新規契約数の増加及び不動産DX事業の先行投資の影響等により、前連結会計年度に比べ77,438千円回復し、

49,155千円の営業利益となっております。

 
(経常利益)

当連結会計年度の営業外収益は、雑収入8,569千円、投資事業組合運用益8,847千円等を計上したことにより、

27,553千円となり、営業外費用は、支払利息335,454千円、支払手数料108,864千円等を計上したことにより、

449,240千円となりました。

以上の結果、営業利益に営業外収益・営業外費用を加減算した経常利益は3,524,731千円(前期比40.6％増加)と

なり、売上高経常利益率は6.7％(前期は6.0％)となりました。

 
(親会社株主に帰属する当期純利益)

当連結会計年度の特別利益は、事務所移転費用16,656千円等の計上により、99,674千円となりました。税金費

用は前期と比べ34.3％増加し1,071,044千円となりました。

以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は2,350,592千円(前期比43.5％増加)となりました。

 
(経営成績に重要な影響を与える要因について)

当社グループは、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のとおり、事業環境に由来するリスク、

事業内容に由来するリスク等様々なリスク要因が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があると

認識しております。

これらの経営成績に重要な影響を与えるリスクに対応するため、組織体制のさらなる強化等を行ってまいりま

す。

 
③　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの主な資金需要は、販売用不動産の開発・購入資金及び運転資金等であります。これらの資金需

要につきましては、金融機関からの借入による資金調達のほか、営業活動によるキャッシュ・フロー及び自己資

金にて対応していくこととしております。販売用不動産の売却によって得られた資金については、販売用不動産

の開発・購入した際の借入の返済へ優先的に充当し、それ以外の資金については、その都度、総合的に勘案し

て、手許資金や成長投資等へ充当しております。

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析　(１)経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フローの状況」に記載のと

おりであります。

 
５ 【重要な契約等】

開示対象となる財務上の特約の付されている借入に関する契約

具体的な財務上の特約については以下①～④のとおりであります。
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①　連結会計年度末における借入人単体、もしくは連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を前連結

会計年度末における純資産の部の金額の75％以上に維持すること。（契約によっては、ａ．前年同期比における

純資産の部の金額の75％以上、ｂ．2021年6月期末と前連結会計年度末における純資産の部の金額のいずれか大

きい金額の75％以上、とする契約も含む）

　なお、上記の財務上の特約が付された借入に関する契約の当連結会計年度末における借入額は4,884,207千円

です。

②　連結会計年度末における借入人単体、もしくは連結の損益計算書に記載される経常損益で２期連続して損失と

ならないようにすること。（契約によっては、営業損益で２期連続して損失とならないようにすること、とする

契約も含む）

　なお、上記の財務上の特約が付された借入に関する契約の当連結会計年度末における借入額は4,146,207千円

です。

③　連結会計年度末における連結の損益計算書に記載される経常損益で損失とならないようにすること。

　なお、上記の財務上の特約が付された借入に関する契約の当連結会計年度末における借入額は738,000千円で

す。

④　連結会計年度末の連結貸借対照表における純有利子負債(注1)を連結損益計算書並びに連結キャッシュ・フ

ロー計算書におけるEBITDA(注2)で除した値を０以上７.０以下に維持すること（契約によっては、純有利子負債

を連結損益計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書におけるEBITDAで除した値を０以上１０以下に維持する

こと、とする契約も含む）

　なお、上記の財務上の特約が付された借入に関する契約の当連結会計年度末における借入額は537,845千円で

す。

 
　財務上の特約の付されている借入に関する契約は以下のとおりであります。

　なお、企業内容等の開示に関する内閣府令（令和５年12月22日内閣府令第81号）附則第３条第４項に定める経

過的な措置に従い、2024年３月31日以前に締結した借入については、記載を省略いたします。

　財務制限条項欄に記載されている①～④の数字は、上記の財務上の特約に該当する①～④を示しています。

注１）短期借入金・コマーシャルペーパー・1年内返済予定の長期借入金・1年内償還予定の社債・同新株予約権

付社債(転換社債含む)・長期借入金・社債・新株予約権付社債(転換社債含む)及び受取手形割引高(電子

記録債権割引高含む)の合計額から、現金及び預金の合計額を除いた金額

注２）営業損益・受取利息・受取割引料・受取有価証券利息・受取配当金・減価償却費・リース資産償却費・ソ

フトウェア償却費・のれん償却費及び繰延資産償却費の合計額

借入先 契約締結日 期末残高 返済期日 担保の内容 財務制限条項

都市銀行 2024年７月31日 147,000千円 2029年７月31日 なし ④

都市銀行 2024年12月20日 1,040,000千円 2026年12月31日 融資対象物件 ①・②

地方銀行 2025年１月22日 188,000千円 2026年１月22日 融資対象物件 ①・②

地方銀行 2025年３月26日 63,000千円 2026年３月26日 融資対象物件 ①・②

地方銀行 2025年５月16日 144,800千円 2026年５月15日 融資対象物件 ①・②

地方銀行 2025年５月26日 450,000千円 2026年５月26日 融資対象物件 ①・②

地方銀行 2025年２月７日 145,000千円 2026年２月６日 融資対象物件 ①・③

地方銀行 2025年３月３日 113,000千円 2026年３月３日 融資対象物件 ①・③

地方銀行 2025年３月28日 112,000千円 2026年３月27日 融資対象物件 ①・③

第二地方銀行 2025年４月24日 210,000千円 2026年４月24日 融資対象物件 ①・③

第二地方銀行 2025年５月29日 158,000千円 2026年５月29日 融資対象物件 ①・③
 

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は5,554,793千円であり、主なものは賃貸DXインベスト事

業における賃貸等不動産の取得であります。

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したことに伴い、賃貸等不動産

2,905,312千円を販売用不動産に振り替えております。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

 
(１) 提出会社

      2025年６月30日現在

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数

(人)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)
ソフトウエア その他 合計

本社

(東京都渋谷区)
全社 本社事務所 119,405 - 231,809 98,649 449,865

169

(68)

本社

(東京都渋谷区)

売買DXインベ

スト事業
賃貸等不動産 526,888

2,391,552

(692.19)
83 216 2,918,741 －

 

(注) １．現在休止中の設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品等であります。

３．従業員数の( )は、臨時雇用者数を外書しております。

４．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
(千円)

本社
(東京都渋谷区)

全社 本社事務所 139,870
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(２) 国内子会社

       2025年６月30日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額(千円)

従業員数

(人)建物及び

構築物

土地

(面積㎡)

ソフト

ウエア
その他 合計

株式会社ヴェ

リタス・イン

ベストメント

本社事務所

賃貸DXプロパ

ティマネジメン

ト事業

売買DXインベス

ト事業

本社事務所 1,073,674
2,287,949

（2,977.40）
1,290 15,340 3,378,253

53

(0)

株式会社アン

ビション・

エージェン

シー

中目黒他9店舗

(東京都他１県)

賃貸DX賃貸仲介

事業

売買DXインベス

ト事業

店舗設備等 19,894 - 1,707 1,935 23,536
55

(22)

株式会社アン

ビション・バ

ロー

 

横浜他8店舗

(神奈川県)

賃貸 DXプロパ

ティマネジメン

ト事業

賃貸DX賃貸仲介

事業

売買DXインベス

ト事業

本社事務所

店舗設備

賃貸等不動産

16,580
104,106

(352.93)
- 676 121,363

47

(12)

 

(注) １．現在休止中の設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品等であります。

３．従業員数の( )は、臨時雇用者数を外書しております。

４．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
(千円)

株式会社ヴェリタス・
インベストメント本社
(東京都渋谷区)

賃貸DXプロパティマネ
ジメント事業
売買DXインベスト事業

本社事務所 138,065

 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アンビションＤＸホールディングス(E30880)

有価証券報告書

 26/124



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,200,000

計 19,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年９月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,119,200 7,119,200
東京証券取引所
(グロース)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に何ら限定
のない当社における標準とな
る株式であります。また、単
元株式数は100株でありま
す。

計 7,119,200 7,119,200 ― ―
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(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

会社法に基づき発行した当事業年度の末日(2025年６月30日)における新株予約権は、次のとおりであります。

第２回新株予約権(有償ストックオプション)

決議年月日 2015年12月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 取締役　１

新株予約権の数(個) ※ 700 (注)３

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株) ※

普通株式　280,000 (注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 373 (注)４

新株予約権の行使期間 ※ 自 2017年10月１日　至 2026年１月５日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) ※ (注)４

発行価格      375
資本組入額    187.5

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権を譲渡し、これに担保権を設定し、またはその他の処分をす
ることはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 ※

(注)６
 

(注) １．2016年４月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．2018年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、400株とする。

４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

(１) 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割(または併合)の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

(２) 本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、この

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

５．新株予約権の行使条件

(１) 割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引終値が一度でも行使価額(但し、上記「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはそ

の算定方法」に定める行使価額の調整に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。)に50％を

乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行

使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

①　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

②　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合
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③　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情

に大きな変更が生じた場合

④　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

(２) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(３) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(４) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

６．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。)(以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の効力発

生日(吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。)の直前において残存する新株予約権

(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編成対象会社」という。)の新株予約権を

交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併

契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めること

を条件とする。

(１) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(２) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　交付される１個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、株式１株当たりの再編

成後払込金額に上記(３)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

②　再編成後払込金額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記５．で定められる行使価額を調整し

て得られる額とする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(８) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記６．に準じて決定する。

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。提出日の前月末現在(2025年８月31

日)において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在

に係る記載を省略しております。
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第４回新株予約権(有償ストックオプション)

決議年月日 2017年11月16日

付与対象者の区分及び人数(名) 取締役　１

新株予約権の数(個) ※ 1,400 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株) ※

普通株式　280,000 (注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 652 (注)３

新株予約権の行使期間 ※ 2018年６月１日から2027年11月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) ※ (注)３

発行価格      659.5
資本組入額    329.75

新株予約権の行使の条件 ※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権を譲渡し、これに担保権を設定し、またはその他の処分をす
ることはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 ※

(注)５
 

(注) １．2018年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株とする。

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

(１) 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割(または併合)の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

(２) 本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、この

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使条件

(１) 割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引終値が一度でも行使価額(但し、上記「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはそ

の算定方法」に定める行使価額の調整に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。)に50％を

乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日までに行

使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

①　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

②　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合

③　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情

に大きな変更が生じた場合

④　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

(２) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
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(３) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(４) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。)(以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の効力発

生日(吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。)の直前において残存する新株予約権

(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編成対象会社」という。)の新株予約権を

交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併

契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めること

を条件とする。

(１) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(２) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　交付される１個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、株式１株当たりの再編

成後払込金額に上記(３)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

②　再編成後払込金額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記２．で定められる行使価額を調整し

て得られる額とする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(８) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。提出日の前月末現在(2025年８月31

日)において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在

に係る記載を省略しております。
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第５回新株予約権(有償ストックオプション)

決議年月日 2017年11月16日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役　４
当社従業員　17
当社子会社の取締役　８
当社子会社の従業員　49

新株予約権の数(個) ※ 1,383 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株) ※

普通株式　276,600 (注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 652

新株予約権の行使期間 ※ 2021年10月１日から2027年11月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) ※ (注)３

発行価格      652.5
資本組入額    326.25

新株予約権の行使の条件 ※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権を譲渡し、これに担保権を設定し、またはその他の処分をす
ることはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 ※

(注)５
 

(注) １．2018年４月26日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株とする。

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

(１) 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式＝調整前付与株式×分割(または併合)の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合には、合理的

な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

(２) 本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算定により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式について時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合、次の算定により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

なお、上記算定において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

数にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、この

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使条件

(１) 当社ののれん償却前営業利益が以下の各号に掲げる条件を充たした場合、新株予約権者は、当該のれん

償却前営業利益を達成した事業年度に係る有価証券報告書が提出された日が属する月の翌月から３年が経

過した日以降に、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合に相当する数

を限度として、新株予約権を行使することができる。行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生

じる場合には、これを切り捨てるものとする。

①　2018年６月期乃至2020年６月期のいずれかの事業年度におけるのれん償却前営業利益が1,000百万円

を超過した場合：付与された本新株予約権の90％に相当する新株予約権

②　2018年６月期乃至2022年６月期のいずれかの事業年度におけるのれん償却前営業利益が1,500百万円

を超過した場合：付与された本新株予約権の100％に相当する新株予約権
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なお、上記ののれん償却前営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算

書(連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書)における営業利益及び連結キャッシュ・フロー

計算書(連結キャッシュ・フロー計算書を作成していない場合にはキャッシュ・フロー計算書)におけるの

れん償却費を用いるものとする。また、国際財務報告基準の適用等によりのれん償却前営業利益の判定に

用いるべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途当該判定に用いるべき項目又は指標を取締役

会で定めるものとする。

(２) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締

役会が認めた場合は、この限りではない。

(３) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(４) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使はできない。

(５) 各本新株予約権１個未満の行使はできない。

５．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。)(以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の効力発

生日(吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。)の直前において残存する新株予約権

(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編成対象会社」という。)の新株予約権を

交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併

契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めること

を条件とする。

(１) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(２) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(３) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　交付される１個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、株式１株当たりの再編

成後払込金額に上記(３)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

②　再編成後払込金額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記２．で定められる行使価額を調整し

て得られる額とする。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(８) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。提出日の前月末現在(2025年８月31

日)において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在

に係る記載を省略しております。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月１日～
2023年６月30日
(注)１

66,600 6,871,000 21,728 401,508 21,728 361,508

2023年７月１日～
2024年６月30日
(注)２

81,200 6,952,200 26,491 427,999 26,491 387,999

2024年７月１日～
2025年６月30日
(注)３

167,000 7,119,200 54,483 482,483 54,483 442,483

 

 
(注) １．2022年７月１日から2023年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式数が66,600株、資

本金が21,728千円及び資本準備金が21,728千円増加しております。

２．2023年７月１日から2024年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式数が81,200株、資

本金が26,491千円及び資本準備金が26,491千円増加しております。

３．2024年７月１日から2025年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式数が167,000株、資

本金が54,483千円及び資本準備金が54,483千円増加しております。

 
(５) 【所有者別状況】

 2025年６月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 2 21 37 21 13 3,219 3,313 －

所有株式数
(単元)

－ 741 2,266 9,788 2,427 32 55,877 71,131 6,100

所有株式数
の割合(％)

－ 1.0 3.2 13.8 3.4 0.1 78.5 100.00 －
 

(注)　自己株式　93株は「単元未満株式の状況」に含まれております。
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(６) 【大株主の状況】

2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

清水　剛 東京都目黒区 2,613,000 36.70

株式会社ＴＳコーポレーション 東京都目黒区上目黒１丁目26番１号 720,000 10.11

川田　秀樹 東京都渋谷区 296,000 4.15

加藤　誠悟 東京都港区 189,500 2.66

昔農　千春 京都府相楽郡 90,100 1.26

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目４番２号 83,900 1.17

東京短資株式会社 東京都中央区日本橋室町４丁目４番10号 83,000 1.16

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号　大手
町フィナンシャルシテイサウスタワー

66,338 0.93

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 65,100 0.91

 
岩名　泰介
 

東京都新宿区 57,400 0.80

計 ― 4,264,338 59.85
 

 
(７) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

71,131 ―
7,113,100

単元未満株式
普通株式

― ―
6,100

発行済株式総数 7,119,200 ― ―

総株主の議決権 ― 71,131 ―
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② 【自己株式等】

    2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アンビションＤＸ
ホールディングス

東京都渋谷区恵比寿4-20-
3　恵比寿ガーデンプレイ
スタワー35階

─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─
 

(注)　単元未満株式の買取請求による取得に伴い、当期末現在の自己株式数は 93株となっております。

 
２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

 
(１) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(２) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(３) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 
(４) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社
分割に係る移転を行った取得自己
株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
     

保有自己株式数 93 ― 93 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2025年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、期末配当について

は株主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり105.00円の配当を実施する議案を、2025年９月

25日開催予定の定時取締役会に付議する予定であります。

内部留保資金につきましては、経営基盤の一層の強化・充実及び今後の事業展開に有効活用し、長期的に企業価値

の向上に努めてまいります。

当社は、「取締役会の決議により毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

2025年9月25日
定時株主総会決議

747,506 105.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(１) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、法令・企業倫理の遵守が経営の根幹であるとの信念に基づき、経営の健全性、透明性を向上させ、企業

価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。また、株主を含めた全てのステー

クホルダーからの信頼に応えられる企業であるために、適切な情報開示を行うなどの施策を講じ、コーポレート・

ガバナンスの充実を図ることを経営課題として位置付けております。

 

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、2015年５月１日に「会社法の一部を改正する法律」(平成26年法律第90号)が施行されたことに伴

い、2015年９月29日開催の第８回定時株主総会の決議に基づき、監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

これにより、当社における有価証券報告書提出日現在の企業統治の体制は、経営の意思決定機関としての取

締役会と、監査機関としての監査等委員会を中心とした監査等委員会設置会社となっております。

取締役会は、代表取締役社長 清水剛、取締役副社長 鈴木匠、常務取締役 山口政明、社外取締役(監査等委

員) 長瀬文雄、同 林美樹、同 河野浩人の取締役６名(うち監査等委員である取締役３名)で構成されており、

代表取締役 清水剛を議長とし毎月１回開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催して

おります。取締役会では、経営及び業務執行に関する重要事項を審議、決定し、充分な議論のうえで経営の意

思決定を行っております。取締役会の活動状況は以下のとおりであります。

役職名 氏　　名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 清水　剛 25回 25回

取締役副社長 鈴木　匠 25回 25回

常務取締役 山口　政明 25回 25回

取　締　役

（常勤監査等委員）
長　瀬　文　雄 25回 25回

取　締　役

（監査等委員）
林　　　美　樹 25回 25回

取　締　役

（監査等委員）
河　野　浩　人 25回 25回

 

取締役会における具体的な検討内容は、取締役会規程に定められた、中期経営計画、年次経営計画、新規事

業計画、子会社の設立や合併についてなどであります。その他、業務の執行状況、事業計画の遂行状況につい

て報告を受け、議論審議を行いました。

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名(うち社外取締役３名)で構成されており、社外取締役(監査等

委員) 長瀬文雄を議長とし原則月１回開催することとしております。監査等委員は、取締役会等の重要会議に

出席し、監査等委員でない取締役の職務遂行を監督するとともに、監査等委員でない取締役の業務の執行状況

について適法性及び妥当性の観点から監査を行うこととしております。また、監査等委員である社外取締役３

名はそれぞれ、社会保険労務士、司法書士及び公認会計士の有資格者であり、それぞれの職業倫理の視点から

経営に対する監視を行う役割を担っております。

なお、監査等委員である社外取締役の河野浩人は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。

 
※当社は、2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員であ

るものを除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が

承認可決されますと、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名及び監査等委員である取締役３名（うち

社外取締役３名）となる予定です。

取締役会の構成員の氏名等については、「（２）役員の状況　①役員一覧　ｂ」に記載の通りです。　
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その他、取締役の指名及び報酬額の妥当性と透明性を確保するため、諮問機関として社外取締役が委員長を

務め、かつ社外取締役が過半数である任意の指名委員会と報酬委員会を設置しております。当事業年度におい

て当社は指名委員会を１回、報酬委員会を１回開催しております。指名委員会と報酬委員会の個々の委員の出

席状況は以下のとおりであります。

 
指名委員会

氏　　名 開催回数 出席回数

林　美樹 １回 １回

清水　剛 １回 １回

長瀬　文雄 １回 １回

 

指名委員会における具体的な検討内容は、代表取締役、取締役、執行役員等の選任及び解職・解任に関する

事項、その他、経営上の重要事項で取締役会が必要と認めた事項について等であります。

 
※当社は、2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員であ

るものを除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が

承認可決されますと、指名委員会の構成員は次のとおりとなる予定です。なお、役職等については、当該定時

株主総会の直後に開催が予定される取締役会及び監査等委員会の決議の内容を含めて記載しております。

委員長：取締役（監査等委員）林美樹（社外取締役）

構成員：代表取締役社長　清水剛、取締役（監査等委員）長瀬文雄（社外取締役）

 
報酬委員会

氏　　名 開催回数 出席回数

河野　浩人 １回 １回

清水　剛 １回 １回

長瀬　文雄 １回 １回

 

報酬委員会における具体的な検討内容は、取締役（監査等委員を除く。）及び執行役員の報酬等に関する事

項、取締役（監査等委員）の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項、その他、取締役会が必要と認め

た事項について等であります。

 
※当社は、2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員であ

るものを除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が

承認可決されますと、報酬委員会の構成員は次のとおりとなる予定です。なお、役職等については、当該定時

株主総会の直後に開催が予定される取締役会及び監査等委員会の決議の内容を含めて記載しております。

委員長：取締役（監査等委員）河野浩人（社外取締役）

構成員：代表取締役社長　清水剛、取締役（監査等委員）長瀬文雄（社外取締役）

 
当社は役職員のコンプライアンスの徹底、すなわち法令、定款、規則等の明瞭に文書化された社会ルールの

遵守を目的としてコンプライアンス委員会を設置しております。コンプライアンス委員会は、代表取締役社長

を委員長とし、取締役並びに各部門の部門長をメンバーとしており、コンプライアンスに係る取組みの推進、

社内研修等の実施のほか、コンプライアンス違反事項の調査等を目的に月に１回開催し、必要に応じて随時開

催されます。

また、当社は弁護士と顧問契約を締結しており、重要な契約、法的判断及びコンプライアンスに関する事項

について相談し、助言及び指導を受けております。

当社は、リスク管理規程を制定し、リスク区分によって対応部門を定めたほか、全てのリスクについて、組
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織横断的に情報を共有し、必要に応じて取締役会への報告を行うことを目的にリスクマネジメント委員会を設

置しております。リスクマネジメント委員会は、代表取締役社長を委員長とし、取締役並びに各部門の部門長

をメンバーとして、管理部と関連部署及び取締役会が密接な連携をとりリスクの分析と対応策の検討を行って

おります。また、必要に応じて弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けら

れる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努めております。

当社の経営会議は、議長を代表取締役社長とし、取締役並びに各部門の部門長が参加し、月１回開催してお

ります。経営会議は職務権限上の意思決定機関ではなく、経営計画の達成及び会社業務の円滑な運営を図るこ

とを目的に機能しております。具体的には、月次の各部門の業務執行状況の報告、重要事項の指示・伝達の徹

底を図り、経営課題の認識の統一を図る機関として機能しております。

 
ロ．社外役員を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容

監査等委員である社外取締役は、監査体制の独立性を高め、客観的な立場から取締役の職務執行を監督し、

監査意見を表明することで、当社の企業統治の有効性に大きく寄与するものと考えております。

当社において、監査等委員である社外取締役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、

経営者としての経験又は専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査が期待できること、及び一般株

主と利益相反が生ずるおそれがないことを基本的な考え方として、それぞれ選任しております。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりであります。

 
 

 
ハ．当該体制を採用する理由

当社は、当社事業に精通している者が、取締役として業務執行に当たると同時に取締役会のメンバーとして

経営上の意思決定を行うことにより、経営上の意思決定の迅速化を図りつつ、取締役の職務執行の監査等を担

う監査等委員を取締役会の構成員とすることによって、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナ

ンスの充実を図っております。

 

ニ．内部統制システムの整備の状況

当社は、業務の適正性を確保するための体制として、取締役会において「内部統制システムの整備に関する

基本方針」を定める決議を行っており、その概要は以下のとおりであります。

ａ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社の取締役及び使用人が、公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制を確
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立するため、以下の事項を定める。

(a) 取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土を構築するため、

コンプライアンスに関する規程及び当社グループ全体に適用する企業行動原則、ビジネス行動基準を定

める。

(b) 法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、取締役会に直属のコンプラ

イアンスに関する会議体及び担当役員を置く。担当役員は、取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と

運用の徹底を図るため、研修等必要な諸活動を推進し、管理する。

(c) 部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令遵守体制の整

備及び推進に努める。

(d) 反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係をもたない。反社会的勢力からの不当要求に対しては、

組織全体として毅然とした対応をとる。

(e) 当社及びグループ会社の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行

うため、内部通報の運用に関する規程を定めるとともに、通報先を社内及び社外弁護士事務所とするコ

ンプライアンス・ホットラインを設置する。是正、改善の必要があるときには、すみやかに適切な措置

をとる。

(f) 内部監査室は、法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署

は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 取締役の職務の執行に係る情報は、文書化(電磁的記録を含む)のうえ、経営判断等に用いた関連資料と

ともに保存する。文書管理に関する主管部署を置き、管理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理

方法等を規程に定める。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報は、取締役または監査等委員等から要請があった場合に備え、適時閲覧

可能な状態を維持する。

(c) 主管部署及び文書保管部署は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、継続的な改善

活動を行う。

(d) 内部監査室は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について監査を行う。主管部署及び監査

を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的なリスク管理、事業活動に伴うリスク管理及び危機管理対策からなるリスク管理体制を適切に構築

し、適宜その体制を点検することによって有効性を向上させるため、以下の事項を定める。

(a) リスク管理の全体最適化を図るため、取締役会の決議により内部統制の担当役員及び内部監査室を置

く。内部監査室は、リスク管理及び内部統制の状況を点検し、改善を推進する。

(b) 事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署及びリスク管理に関する規程を定めて対

応するとともに、必要に応じて専門性をもった会議体で審議する。主管部署は、事業部門等を交えて適

切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。

(c) 事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、しかるべき予

防措置をとる。また、緊急時の対策等を基本的指針に定め、危機発生時には、これに基づき対応する。

(d) 本項の(b)、(c)のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着を図るための研

修等を適宜実施する。

(e) 内部監査室は、リスク管理体制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の

必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

意思決定の機動性を高め、効率的な業務執行を行い、その実効性を向上させるため、以下の事項を定め

る。

(a) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する規程を定めると

ともに、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

(b) 事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関として経営会議を設置し、当社グループの全般的

な重要事項について審議する。経営会議は、原則として月１回開催する。

(c) 事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確にするととも

に、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。
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(d) 経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステムの主管部署を置い

て整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

(e) 内部監査室は、事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、

是正、改善の必要があるときには、連携してその対策を講ずる。

ｅ．財務報告の信頼性を確保するための体制

(a) 適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規程を定めるととも

に、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

(b) 内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は是正、

改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

ｆ．当社及び関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当グループ全体を対象にした法令遵守体制の構築及びグループ会社への適切な経営管理のため、以下の事

項を定める。

(a) 法令遵守体制の実効性を確保するため、主管部署を定める。主管部署は、グループ会社に対してコンプ

ライアンスに関する規程の制定支援、研修及びコンプライアンス・ホットラインの周知等、必要な諸活

動を推進し、管理する。

(b) 内部監査室は、グループ会社の法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署は、是

正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずるよう、適切な指導を行う。

(c) グループ会社が一体となって事業活動を行い、当グループ全体の企業価値を向上させるため、グループ

会社の経営管理に関する規程を定める。グループ会社が当グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす

事項を実行する際には、主管部署が適切な指導を行う。

ｇ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

(a) 監査等委員会は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査等委

員会より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものと

する。

ｈ．前号の使用人の取締役からの独立性及び監査等委員会の使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

(a) 当該内部監査担当者の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査等委員会の意見を尊重する。

ｉ．取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、並びに当社子会社の取締役及び使用人等が監査

等委員会への報告に関する体制

(a) 当社の取締役または使用人並びに当社子会社の取締役、使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項

に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況等を速やかに報告す

る。報告の方法(報告者、報告受領者、報告時期等)については、取締役と監査等委員会との協議により

決定する方法による。また、取締役及び使用人は、監査等委員会から情報の提供を求められた際に、遅

滞なく業務執行等の情報を報告する。

(b) 監査等委員会へ報告した取締役または使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱い

を行うことを禁止し、当社及び当社子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

ｊ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 監査等委員がその職務の執行にあたり生じた費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査

等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理す

る。

(b) 当社監査等委員会が社外の弁護士等の第三者から助言を求めるときは、当社はこれに要する費用を負担

する。

(c) 監査等委員は、実効的な監査を行うため、代表取締役社長、会計監査人、内部監査室とそれぞれ定期的

に意見交換会を開催することができる。

 

②　責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する旨を定款で定め

ております。

当社は、当該規定に則り、監査等委員である社外取締役の全員との間で、会社法第423条第１項の責任につき、

善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める額を限度として責任を負担する契約を締結しております。

また、当社は、会社法第427条第１項の規定に則り、太陽有限責任監査法人との間で、会社法第423条第１項の
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損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、別途定める本契約に係る報酬の

額または会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い金額を限度とする責任限定契約を締結し

ております。

 

③　株式会社の支配に関する基本方針について

具体的な方針は定めておりません。

 

④　取締役の定数

当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)は７名以内、監査等委員である取締役は７名以内とする旨定款

に定めております。

 

⑤　取締役の選任決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票に

よらないものとする旨定款に定めております。

 

⑥　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするためでありま

す。

 

⑦　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年12月31日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためでありま

す。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

⑨　種類株式に関する事項

当社は、種類株式を発行しておりません。

 

⑩　利益相反取引に関する事項

支配株主との取引を行う際における少数株主保護についての方策

支配株主と取引等を行うことを決定するに当たっては、取締役会において取引の内容及び条件について十分に

審議したうえで、取引の可否を決定することにより、その取引が少数株主の権利を害することのないよう適切に

対応しております。また、当該取締役会においては、議決権を有する社外取締役が議案の妥当性を判断するとと

もに、社外監査役が出席して当該取引の審議過程を監査いたしますので、少数株主の権利を保護する仕組みが担

保されていると考えます。

 
(２) 【役員の状況】

①　役員一覧

ａ．2025年９月24日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

　　　　男性　5名　女性　1名　(役員のうち女性の比率16.7％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
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代表取締役社長 清水　剛 1971年５月14日生

1998年８月 ㈱コスモエーディーエス(現㈱

ジョイント・プロパティ) 入社

2007年４月 ㈱ルームピア(現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 入社

2007年９月 当社設立 代表取締役社長就任(現

任)

2011年12月 ㈱ルームギャランティ 代表取締

役就任(現任)

2016年11月 ㈱ホープ少額短期準備会社(現㈱

ホープ少額短期保険)取締役就任

(現任)

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメント

取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2019年７月 ㈱Re-Tech RaaS 取締役就任

2021年８月 ㈱アンビション・ベンチャーズ

代表取締役(現任)

2023年４月 ㈱DRAFT 取締役就任(現任)

(注)４ 3,333,000

取締役副社長

プロパティマネジメント

部長

鈴木　匠 1979年８月28日生

2003年４月 ㈱日商ベックス 入社

2004年１月 ㈲スウィートハウス 入社

2004年11月 ㈱ジョイント・レント(現㈱ジョ

イント・プロパティ) 入社

2007年６月 ㈱ルームピア(現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 入社

2007年11月 当社 入社

2010年８月 当社 執行役員兼プロパティマネ

ジメント部長

2011年８月 当社 取締役就任 プロパティマ

ネジメント部長

2016年10月 日神不動産投資顧問㈱ 社外取締

役就任(現任)

2016年11月 ㈱ホープ少額短期準備会社(現㈱

ホープ少額短期保険) 取締役就

任(現任)

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメン

ト 取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱Not Found( 現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 取締役就

任(現任)

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2017年11月 ㈱VALOR(現㈱アンビション・バ

ロー)取締役就任(現任)

2018年９月 当社 常務取締役就任

2019年７月 ㈱Re-Tech RaaS 取締役就任

2020年７月 ㈱アンビション・レント 取締役

就任

2020年７月 ㈱アンビション・パートナー 取

締役就任

2023年４月 ㈱DRAFT 取締役就任(現任)

2024年３月 ㈱フレンドワークス 取締役(現

任)

2024年９月 当社 取締役副社長就任(現任)

(注)４ 42,190
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役

インベスト部長
山口　政明 1972年８月14日生

1995年６月 ㈱マイルドシティ 入社

2006年８月 三井リハウス東京㈱ 入社

2012年５月 当社 入社

2014年１月 当社 インベスト部長(現任)

2015年９月 当社 取締役就任

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメント

取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱Not Found(現㈱アンビション・

エージェンシー) 取締役就任

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2020年７月 ㈱アンビション・レント 取締役

就任

2020年７月 ㈱アンビション・パートナー 取

締役就任

2024年９月 当社 常務取締役就任(現任)

(注)４ 21,504

取締役

(監査等委員)
長瀬　文雄 1949年１月６日生

1973年４月 ㈱辰村組(現南海辰村建設㈱) 入

社

2002年２月 ㈱ジョイント・コーポレーション

入社

2007年２月 ネットエージェント㈱ 入社

2010年９月 当社 監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(常勤監査等委

員)就任(現任)

2022年12月 ㈱Re-Tech RaaS 監査役就任

2024年２月 ㈱DRAFT 監査役就任(現任)

(注)５ 2,400

取締役

(監査等委員)
林　美樹 1979年11月７日生

2002年８月 日本アジア航空㈱ 入社

2007年８月 ㈱ワイズプラス 入社

2009年12月 司法書士法人星野合同事務所 入

所

2010年４月 司法書士法人JLO 入所

2011年４月 林美樹司法書士事務所 所長就任

2011年４月 司法書士法人H２O(現H２O合同司

法書士事務所) 代表就任(現任)

2012年９月 当社 社外監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(監査等委員)就

任(現任)

2017年８月 ㈱みれい 代表取締役就任(現任)

2019年５月 10合同会社 代表社員就任(現任)

2020年４月 TEN合同会社 代表社員就任(現任)

2020年９月 一般社団法人全日本たすけあい共

同参画 代表理事就任(現任)

2024年７月 日本大学法学部エクステンション

センター 講師(現任)

(注)５ 790
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
河野　浩人 1971年７月４日生

1997年10月 太田昭和監査法人(現EY新日本有

限責任監査法人) 入所

2001年10月 日興コーディアル証券㈱ 入社

2003年１月 河野公認会計士事務所 所長就任

(現任)

2003年１月 ㈲ケーマックスアンドカンパニー

(現㈱ケーマックスアンドカンパ

ニー) 代表取締役就任(現任)

2006年３月 ㈱ヴァンパッシオン 監査役就任

(現任)

2010年６月 (特非)ドネーションミュージック

監事就任(現任)

2012年２月 フォースバレー・コンシェルジュ

㈱ 監査役就任(現任)

2013年６月 ㈱スピードリンクジャパン 社外

監査役就任(現任)

2013年９月 当社 社外監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(監査等委員)就

任(現任)

2018年５月 ㈱S-works 取締役就任

2022年１月 ㈱ベアーズ 社外監査役就任

2022年２月 ㈱ユナイテッドウィル 監査役就

任（現任）

2022年２月 ㈱S-works 代表取締役就任(現任)

2023年６月 ㈱News TV 監査役就任

(注)５ ―

計 3,399,884
 

(注) １．2015年９月29日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監

査等委員会設置会社に移行しております。

２．長瀬文雄、林美樹及び河野浩人は、社外取締役であります。

３．当社の監査等委員会については次のとおりであります。

委員長　長瀬文雄、委員 林美樹及び委員 河野浩人を選任しております。

なお、長瀬文雄は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、常勤の監査等

委員を選定することにより実効性のある監査を可能とすることができるからであります。同氏は、当社の子

会社である株式会社DRAFTの監査役を現任しております。

４．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2024年６月期に係る定時株主総会終結の時から2025

年６月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．監査等委員である取締役の任期は、2023年６月期に係る定時株主総会の終結の時から2025年６月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。
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ｂ．2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役３名選任の件」及び「監査等委

員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況は以下のと

おりとなる予定です。なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役

会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載しております。

　男性　5名　女性　1名　(役員のうち女性の比率16.7％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長 清水　剛 1971年５月14日生

1998年８月 ㈱コスモエーディーエス(現㈱

ジョイント・プロパティ) 入社

2007年４月 ㈱ルームピア(現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 入社

2007年９月 当社設立 代表取締役社長就任(現

任)

2011年12月 ㈱ルームギャランティ 代表取締

役就任(現任)

2016年11月 ㈱ホープ少額短期準備会社(現㈱

ホープ少額短期保険)取締役就任

(現任)

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメント

取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2019年７月 ㈱Re-Tech RaaS 取締役就任

2021年８月 ㈱アンビション・ベンチャーズ

代表取締役(現任)

2023年４月 ㈱DRAFT 取締役就任(現任)

(注)２ 3,333,000

取締役副社長

プロパティマネジメント

部長

鈴木　匠 1979年８月28日生

2003年４月 ㈱日商ベックス 入社

2004年１月 ㈲スウィートハウス 入社

2004年11月 ㈱ジョイント・レント(現㈱ジョ

イント・プロパティ) 入社

2007年６月 ㈱ルームピア(現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 入社

2007年11月 当社 入社

2010年８月 当社 執行役員兼プロパティマネ

ジメント部長

2011年８月 当社 取締役就任 プロパティマ

ネジメント部長

2016年10月 日神不動産投資顧問㈱ 社外取締

役就任(現任)

2016年11月 ㈱ホープ少額短期準備会社(現㈱

ホープ少額短期保険) 取締役就

任(現任)

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメン

ト 取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱Not Found( 現㈱アンビショ

ン・エージェンシー) 取締役就

任(現任)

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2017年11月 ㈱VALOR(現㈱アンビション・バ

ロー)取締役就任(現任)

2018年９月 当社 常務取締役就任

2019年７月 ㈱Re-Tech RaaS 取締役就任

2020年７月 ㈱アンビション・レント 取締役

就任

2020年７月 ㈱アンビション・パートナー 取

締役就任

2023年４月 ㈱DRAFT 取締役就任(現任)

2024年３月 ㈱フレンドワークス 取締役(現

任)

2024年９月 当社 取締役副社長就任(現任)

(注)２ 42,190
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役

インベスト部長
山口　政明 1972年８月14日生

1995年６月 ㈱マイルドシティ 入社

2006年８月 三井リハウス東京㈱ 入社

2012年５月 当社 入社

2014年１月 当社 インベスト部長(現任)

2015年９月 当社 取締役就任

2017年10月 ㈱ヴェリタス・インベストメント

取締役就任(現任)

2017年10月 ㈱Not Found(現㈱アンビション・

エージェンシー) 取締役就任

2017年10月 ㈱VISION 取締役就任

2020年７月 ㈱アンビション・レント 取締役

就任

2020年７月 ㈱アンビション・パートナー 取

締役就任

2024年９月 当社 常務取締役就任(現任)

(注)２ 21,504

取締役

(監査等委員)
長瀬　文雄 1949年１月６日生

1973年４月 ㈱辰村組(現南海辰村建設㈱) 入

社

2002年２月 ㈱ジョイント・コーポレーション

入社

2007年２月 ネットエージェント㈱ 入社

2010年９月 当社 監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(常勤監査等委

員)就任(現任)

2022年12月 ㈱Re-Tech RaaS 監査役就任

2024年２月 ㈱DRAFT 監査役就任(現任)

(注)３ 2,400

取締役

(監査等委員)
林　美樹 1979年11月７日生

2002年８月 日本アジア航空㈱ 入社

2007年８月 ㈱ワイズプラス 入社

2009年12月 司法書士法人星野合同事務所 入

所

2010年４月 司法書士法人JLO 入所

2011年４月 林美樹司法書士事務所 所長就任

2011年４月 司法書士法人H２O(現H２O合同司

法書士事務所) 代表就任(現任)

2012年９月 当社 社外監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(監査等委員)就

任(現任)

2017年８月 ㈱みれい 代表取締役就任(現任)

2019年５月 10合同会社 代表社員就任(現任)

2020年４月 TEN合同会社 代表社員就任(現任)

2020年９月 一般社団法人全日本たすけあい共

同参画 代表理事就任(現任)

2024年７月 日本大学法学部エクステンション

センター 講師(現任)

(注)３ 790
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
河野　浩人 1971年７月４日生

1997年10月 太田昭和監査法人(現EY新日本有

限責任監査法人) 入所

2001年10月 日興コーディアル証券㈱ 入社

2003年１月 河野公認会計士事務所 所長就任

(現任)

2003年１月 ㈲ケーマックスアンドカンパニー

(現㈱ケーマックスアンドカンパ

ニー) 代表取締役就任(現任)

2006年３月 ㈱ヴァンパッシオン 監査役就任

(現任)

2010年６月 (特非)ドネーションミュージック

監事就任(現任)

2012年２月 フォースバレー・コンシェルジュ

㈱ 監査役就任(現任)

2013年６月 ㈱スピードリンクジャパン 社外

監査役就任(現任)

2013年９月 当社 社外監査役就任

2015年９月 当社 社外取締役(監査等委員)就

任(現任)

2018年５月 ㈱S-works 取締役就任

2022年１月 ㈱ベアーズ 社外監査役就任

2022年２月 ㈱ユナイテッドウィル 監査役就

任（現任）

2022年２月 ㈱S-works 代表取締役就任(現任)

2023年６月 ㈱News TV 監査役就任

(注)３ ―

計 3,399,884
 

(注) １．長瀬文雄、林美樹及び河野浩人は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2025年６月期に係る定時株主総会終結の時から2026

年６月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2025年６月期に係る定時株主総会の終結の時から2027年６月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

４．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は

次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

大竹　正史 1965年８月２日

1989年４月 ㈱ミヤマ（現㈱レオパレス21）入社

―

2007年２月 同社 内部統制プロジェクト室異動

2008年４月 同社 経営企画部内部統制推進課異動

2010年４月 同社 監査部内部監査課異動

2019年４月 ㈱アズ・ライフケア監査役就任

2020年８月 同社 退社

2021年２月 当社入社 内部監査室配属

2022年７月 当社 内部監査室長就任(現任)
 

 

②　社外役員の状況

当社は社外取締役３名を選任しております。社外取締役は、社内の取締役に対する監督機能に加えて、経験や

見識を生かし当社の経営に反映する役割を担うとともに、業務執行の適法性について監査し、経営に対する監視

機能を果たしております。

当社の社外取締役林美樹、河野浩人のいずれも当社との間に人的関係、資本的関係または、取引関係その他の

利害関係について、特別な関係は有しておりません。また、一般株主と利益相反が生じる恐れのない独立役員に

長瀬文雄、林美樹、河野浩人の各氏を選任しております。

社外取締役長瀬文雄は、社会保険労務士として事業会社における人事・労務部門に関する専門知識及びその豊

富な経験から、適宜質問、提言、助言を述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かすことを目的に選任

しております。

社外取締役林美樹は、司法書士として高い法令遵守の精神を有し、法務に関する専門知識及びその豊富な経験

から、適宜質問、提言、助言を述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かすことを目的に選任しており

ます。
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社外取締役河野浩人は、公認会計士としての財務・会計に関する専門知識及びその豊富な経験から、適宜質

問、提言、助言を述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かすことを目的に選任しております。

なお、当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針を明確に定めておりませんが、選任

にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を遂行

できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

 
③　監査等委員である取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

当社の監査等委員会は、３名の監査等委員で構成されており、監査等委員の監査は月１回の監査等委員会で逐

次報告されております。内部監査室が内部監査結果を監査等委員会に報告しており、適宜、意見交換を行ってお

ります。また、監査等委員会監査、監査法人による監査及び内部監査の三様監査が有機的に連携を取る体制を整

えており、内部監査結果については必要に応じて監査法人にも報告いたします。
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(３) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

有価証券報告書提出日（2025年９月24日）現在、当社の監査等委員会は、独立性の高い社外取締役３名で構成

されております。監査等委員会は、原則として全ての取締役会に出席し、コーポレート・ガバナンスの一翼を担

う独立した機関として、取締役の職務執行の適法性及び妥当性について監査しております。

なお、当社は2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査等委員である取締役

３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、引き続き監査等委員である取締役３名（うち

社外取締役３名）となる予定です。

社外取締役河野浩人は、公認会計士としての財務・会計に関する専門知識及びその豊富な経験から、適宜質

問、提言、助言し、適切かつ適正な監査により、財務報告の信頼性向上に大きく貢献しております。

当事業年度において、当社は監査等委員会を合計13回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については

次の通りです。

区分 氏名 監査等委員会出席状況

社外取締役
(常勤監査等委員)

長瀬　文雄 全13回中13回

社外取締役
(監査等委員)

林　　美樹 全13回中13回

社外取締役
(監査等委員)

河野　浩人 全13回中13回
 

監査等委員会における具体的な検討内容として、監査の基本方針および実施計画、事業報告及び計算関係書類

監査結果、監査部門監査計画及び監査結果、内部統制システムの整備・運用状況、会計監査人の評価・報酬等

を、主な検討事項といたしました。

 
②　内部監査の状況

当社は、内部統制の有効性及び実際の業務執行状況について、内部監査による監査・調査を実施しておりま

す。具体的には内部監査部門である内部監査室(４名)が全部門の監査及びヒアリングや決裁書類の調査等を通じ

て監査を実施しております。監査実施結果は取締役会に対して直接報告は行っておりませんが、代表取締役社長

へ報告するとともに、取締役、常勤監査等委員及び主要な経営幹部が出席する重要な会議においても報告され、

改善指示等に活用されております。

また、監査等委員会監査、監査法人による監査及び内部監査の三様監査が有機的に連携を取り、監査を実施す

るよう、内部監査結果については監査等委員会に報告しており、必要に応じて監査法人にも報告いたします。

 

③　会計監査の状況

イ．監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 

ロ．継続監査期間

16年間

 

ハ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　　齋藤　　哲

指定有限責任社員　業務執行社員　　下川　高史

 

ニ．監査業務における補助者の構成

公認会計士　　　　　10名

その他の補助者　　　13名

 

ホ．監査法人の選定方針と理由

会計監査人については、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関

する監査役等の実務指針」などを参考として、会計監査人候補を総合的に評価し決定しております。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められる場
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合には、監査等委員の全員の同意により、会計監査人を解任します。

同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はありません。ま

た、同監査法人の業務執行社員は一定期間を超えて関与することのないような措置をとっております。同監査

法人とは監査契約書を締結し、当該契約書に基づいた報酬の支払いをしております。

なお、当社の会計監査人である太陽有限責任監査法人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締

結に関する業務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで。ただし、既に監査契約を締結している

被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）の処分を受けま

した。監査等委員会は、太陽有限責任監査法人から、処分の内容、業務改善計画及び実施状況について説明を

受けましたが、今回の処分は、個別性の高い特殊な事案であり、当社においてこのような事案は想定されない

こと、これまでの当社に対する監査は適切に遂行されていることから、通常の監査における品質等への影響は

ないものと考えております。また、業務改善が計画に則って着実に実施されていることを確認できたことか

ら、太陽有限責任監査法人が会計監査人として監査を遂行することに問題はないと判断したものであります。

 
へ．監査等委員会による監査法人の評価

公会計監査人の評価については、上記のとおり日本監査役協会が公表している「会計監査人の評価及び選定

基準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえて行っております。

監査計画並びに毎四半期決算に係る監査結果について、同監査法人から報告を受けその内容を検証するとと

もに主要な会計上の論点に関して質問・議論を行いました。また特に重要となる会計監査人の独立性や職務の

遂行が適正に行われていることを確保するための品質管理体制については、監査法人における品質管理システ

ムに関する説明会において、その概要及び日本公認会計士協会及び公認会計士・監査審査会（金融庁）による

直近の外部レビュー結果に対するその後の改善状況等の説明を受け、特段の問題がないことを確認しました。

また会計監査人が監査を行う際に特に重要と考えた事項を監査報告書に記載する「監査上の主要な検討事項

（KAM）」に関しては、監査法人が候補として選定した項目を中心に、期中に実施された経営上の諸施策が会計

処理に及ぼす影響等も勘案しながら期中を通じた監査等委員会との協議の結果、以下の３項目に決定されまし

た。

・販売用不動産の評価

・子会社ののれんの評価

・関係会社株式の評価

監査等委員会は最終的に確定したKAMに関する監査法人の決定理由と、これらの項目についての当社の対応及

び監査法人の評価が適切であることを確認しました。

以上の論点に加え、期中における同監査法人と経営者や経理部門、内部監査部門その他関連する部署との連

携状況についても勘案したうえで、監査法人の監査業務及び監査結果について相当であると判断するととも

に、再任することを決定しております。

 

④　監査報酬の内容等

イ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 41,500 ― 40,800 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 41,500 ― 40,800 ―
 

 

ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(イ．を除く)

該当事項はありません。

 

ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
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ニ．監査報酬の決定方針

当社の監査報酬の決定方針については、会計監査人から説明を受けた監査計画、監査内容等の概要を検討し

て報酬の妥当性を判断した上で、決定しております。

 

ホ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の相

当性について慎重に審議した結果、会計監査人の報酬等の額は合理的な水準であると判断し、会社法第399条第

１項及び第３項の同意を行っております。

 
(４) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2021年２月12日の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」と

いう。)の報酬等の決定方針を決議しております。また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等に

ついて、報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合している

ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

当社の各役員の報酬は、当社の企業理念の下、経営陣としてふさわしい人材であるべく、各役員の役位、担当

部署の実績・業績や将来性・事業環境のほか、財務状況、職責の大きさを考慮し、企業価値向上に重点を置くこ

とを基本方針としております。報酬体系は、短期志向とならないようかつ職務に専念できる安定した報酬とし

て、固定報酬のみで構成されており、各役員の年間報酬額が決定したのち、年間報酬額を12等分して定期に与え

ることとしております。

報酬額の妥当性と透明性を確保するため、諮問機関として社外取締役が委員長を務め、かつ社外取締役が過半

数である任意の報酬委員会を設置いたしました。まず報酬委員会に諮問をし、その答申を参考にして、取締役

（３名）と監査等委員である社外取締役（３名）で構成される取締役会において、基本方針に沿った審議を尽く

し、株主総会で決議いただいた報酬限度額内（取締役(監査等委員であるものを除く。)の報酬限度額は、2015年

９月29日開催の第８回定時株主総会において、年額300,000千円以内(ただし、従業員分給与は含まない。)と決議

いただいております。）で、取締役に支払う報酬総額を決定することとしております。

各取締役の個別の報酬額については、取締役会で決定された報酬総額内で、当社代表取締役社長清水剛に一任

しております。代表取締役社長に委任する理由は、これらの手続きを経て当社の事業全体を統括している代表取

締役社長にその評価権限を付与するのが適していると判断したためであります。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(人)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役(監査等委員を除く。)
(社外取締役を除く。)

198,708 198,708 ― ― 3

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

― ― ― ― ―

社外役員 9,420 9,420 ― ― 3
 

(注)　１．取締役の報酬等の額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれておりません。

 
③　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(５) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式と保有目的が純投資目的である投資株式の区分につ

いて、保有先企業との取引関係の維持強化を通じて当社の企業価値向上のために保有するものを、純投資目的以

外と位置付け、株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とするものを純投資目的

のものと考えております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式について、当該株式の保有が安定的な取引関係の

構築や業務提携関係等の維持・強化に繋がり、当社の中長期的な企業価値の向上に資すると判断した場合に保

有することを方針としております。

この方針に則り、経営企画室において、保有することにより期待することができるシナジー効果、保有検討

企業との取引状況及び財政状態、経営成績等を評価しております。さらに、第三者機関による財政状態、経営

成績等の評価を検討したうえで、取締役会が保有の是非を決定しております。

 

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 1 10,000

非上場株式以外の株式 － －
 

 

(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

該当事項はありません。

 

(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

該当事項はありません。

 

ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

ａ．特定投資株式

　　該当事項はありません。

 

ｂ．みなし保有株式

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

 
④　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更した銘柄

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。)に

基づいて作成しております。

 

(２) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年７月１日から2025年６月30日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年７月１日から2025年６月30日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監査法

人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入しております。また、公益財団法人財務会計基準機構や監査法人が主催する研修等へ参加しており

ます。
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１ 【連結財務諸表等】

(１) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  5,256,341 ※２  8,570,268

  営業未収入金 370,521 471,359

  販売用不動産 ※２  9,291,316 ※２  14,147,684

  仕掛販売用不動産 ※２  4,656,964 ※２  6,054,232

  貯蔵品 11,827 6,712

  営業投資有価証券 232,764 274,836

  その他 882,027 746,216

  貸倒引当金 △47,673 △15,850

  流動資産合計 20,654,089 30,255,460

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※２,※３  1,186,812 ※２,※３  1,757,043

   土地 ※２  2,835,939 ※２  4,784,599

   建設仮勘定 5,141 －

   その他 ※３  53,737 ※３  73,906

   有形固定資産合計 4,081,631 6,615,548

  無形固定資産   

   のれん 733,623 558,377

   その他 230,542 431,911

   無形固定資産合計 964,165 990,289

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  18,103 ※１  18,040

   差入保証金 210,121 193,824

   繰延税金資産 381,535 500,724

   その他 626,649 842,360

   貸倒引当金 △44,470 △108,138

   投資その他の資産合計 1,191,939 1,446,810

  固定資産合計 6,237,737 9,052,648

 繰延資産   

  社債発行費 852 152

  繰延資産合計 852 152

 資産合計 26,892,679 39,308,261
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 255,296 468,409

  短期借入金 ※２  3,038,000 ※２  7,517,600

  １年内返済予定の長期借入金 ※２  1,427,574 ※２  4,474,487

  １年内償還予定の社債 33,400 16,500

  未払金 174,810 200,171

  未払費用 285,469 360,431

  未払法人税等 676,285 774,770

  未払消費税等 159,708 226,756

  前受金 1,693,424 1,835,885

  営業預り金 254,033 283,987

  賞与引当金 188,624 207,607

  その他 157,794 296,050

  流動負債合計 8,344,421 16,662,658

 固定負債   

  社債 16,500 －

  長期借入金 ※２  11,564,073 ※２  13,181,210

  役員退職慰労引当金 － 50,688

  長期預り保証金 742,641 873,051

  繰延税金負債 7,567 7,878

  その他 66,715 169,865

  固定負債合計 12,397,497 14,282,694

 負債合計 20,741,919 30,945,352

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 427,999 482,483

  資本剰余金 510,448 564,932

  利益剰余金 5,178,221 7,271,586

  自己株式 △99 △99

  株主資本合計 6,116,571 8,318,903

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 13,070 21,370

  為替換算調整勘定 1,629 △189

  その他の包括利益累計額合計 14,700 21,181

 新株予約権 2,882 2,798

 非支配株主持分 16,606 20,026

 純資産合計 6,150,759 8,362,909

負債純資産合計 26,892,679 39,308,261
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 ※１  42,065,394 ※１  52,372,323

売上原価 33,601,173 41,724,677

売上総利益 8,464,220 10,647,645

販売費及び一般管理費 ※２  5,737,902 ※２  6,701,226

営業利益 2,726,317 3,946,419

営業外収益   

 受取利息 60 3,152

 受取配当金 94 82

 持分法による投資利益 3,376 －

 受取手数料 1 1

 投資事業組合運用益 5,596 8,847

 補助金収入 933 6,900

 雑収入 12,856 8,569

 営業外収益合計 22,919 27,553

営業外費用   

 支払利息 173,377 335,454

 社債発行費償却 1,423 699

 為替差損 2,996 855

 支払手数料 59,625 108,864

 雑損失 4,125 3,366

 営業外費用合計 241,548 449,240

経常利益 2,507,688 3,524,731

特別利益   

 段階取得に係る差益 15,223 －

 固定資産売却益 ※３  2,070 －

 特別利益合計 17,294 －

特別損失   

 固定資産売却損 － ※４  13

 固定資産除却損 ※５  3,097 ※５  1,833

 減損損失 ※６  12,048 ※６  3,125

 事務所移転費用 24,990 16,656

 貸倒引当金繰入額 － 78,045

 店舗閉鎖損失 3,142 －

 損害賠償金 43,000 －

 特別損失合計 86,278 99,674

税金等調整前当期純利益 2,438,704 3,425,056

法人税、住民税及び事業税 905,749 1,196,030

法人税等調整額 △108,280 △124,986

法人税等合計 797,469 1,071,044

当期純利益 1,641,234 2,354,012

非支配株主に帰属する当期純利益 3,105 3,419

親会社株主に帰属する当期純利益 1,638,128 2,350,592
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

当期純利益 1,641,234 2,354,012

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,807 8,300

 為替換算調整勘定 997 △1,818

 その他の包括利益合計 ※  6,804 ※  6,481

包括利益 1,648,039 2,360,493

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,644,933 2,357,073

 非支配株主に係る包括利益 3,105 3,419
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 401,508 483,957 3,691,252 △99 4,576,619

当期変動額      

新株の発行 26,491 26,491   52,983

剰余金の配当   △151,159  △151,159

親会社株主に帰属する

当期純利益
  1,638,128  1,638,128

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 26,491 26,491 1,486,968 － 1,539,951

当期末残高 427,999 510,448 5,178,221 △99 6,116,571
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 7,263 631 7,895 2,928 13,500 4,600,943

当期変動額       

新株の発行      52,983

剰余金の配当      △151,159

親会社株主に帰属する

当期純利益
     1,638,128

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
5,807 997 6,804 △46 3,105 9,864

当期変動額合計 5,807 997 6,804 △46 3,105 1,549,816

当期末残高 13,070 1,629 14,700 2,882 16,606 6,150,759
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当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 427,999 510,448 5,178,221 △99 6,116,571

当期変動額      

新株の発行 54,483 54,483   108,967

剰余金の配当   △257,227  △257,227

親会社株主に帰属する

当期純利益
  2,350,592  2,350,592

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 54,483 54,483 2,093,364 － 2,202,331

当期末残高 482,483 564,932 7,271,586 △99 8,318,903
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 13,070 1,629 14,700 2,882 16,606 6,150,759

当期変動額       

新株の発行      108,967

剰余金の配当      △257,227

親会社株主に帰属する

当期純利益
     2,350,592

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
8,300 △1,818 6,481 △83 3,419 9,817

当期変動額合計 8,300 △1,818 6,481 △83 3,419 2,212,149

当期末残高 21,370 △189 21,181 2,798 20,026 8,362,909
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 2,438,704 3,425,056

 減価償却費 204,938 265,745

 のれん償却額 198,518 175,246

 減損損失 12,048 3,125

 投資事業組合運用損益（△は益） △5,596 △8,847

 営業投資有価証券の増減額（△は増加） 34,188 △42,071

 持分法による投資損益（△は益） △3,376 －

 段階取得に係る差損益（△は益） △15,223 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 42,261 31,845

 賞与引当金の増減額（△は減少） 186,624 18,983

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 50,688

 普通責任準備金の増加（△は減少） 11,093 39,240

 受取利息及び受取配当金 △155 △3,234

 損害賠償金 43,000 －

 社債発行費償却 1,423 699

 支払利息 173,377 335,454

 固定資産売却損益（△は益） △2,070 13

 固定資産除却損 3,097 1,833

 事務所移転費用 24,990 －

 店舗閉鎖損失 3,142 －

 売上債権の増減額（△は増加） △70,949 61,936

 棚卸資産の増減額（△は増加） △6,342 △9,210

 販売用不動産の増減額（△は増加） △4,385,029 △1,951,055

 仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） 665,739 △1,397,267

 長期預り保証金の増減額（△は減少） 26,744 59,853

 営業預り金の増減額（△は減少） 23,793 29,353

 前受金の増減額（△は減少） 216,727 130,402

 前払費用の増減額（△は増加） △47,059 58,196

 仕入債務の増減額（△は減少） △204,084 121,986

 未払費用の増減額（△は減少） △47,261 75,585

 未払消費税等の増減額（△は減少） 133,431 66,871

 その他 160,398 △73,647

 小計 △182,903 1,466,783

 法人税等の支払額 △585,024 △1,094,069

 損害賠償金の支払額 △43,000 －

 利息及び配当金の受取額 155 3,234

 利息の支払額 △166,658 △359,531

 営業活動によるキャッシュ・フロー △977,432 16,418

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △89,700 △95,901

 定期預金の払戻による収入 78,000 98,401

 有形固定資産の取得による支出 △3,160,846 △5,426,590

 無形固定資産の取得による支出 △115,977 △105,665

 投資有価証券の取得による支出 △1,166 △178

 投資有価証券の売却による収入 50,192 192

 出資金の払込による支出 △4,371 △110

 出資金の回収による収入 5,731 4,547

 差入保証金の差入による支出 △141,459 △3,241

 差入保証金の回収による収入 4,808 41,650

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※２  △29,327 ※２  △207,200

 その他 4,186 29,434

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,399,931 △5,664,661
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 837,750 4,479,600

 長期借入金の返済による支出 △5,024,089 △5,986,650

 長期借入れによる収入 8,402,840 10,650,700

 配当金の支払額 △150,959 △255,401

 社債の償還による支出 △125,400 △33,400

 新株発行による収入 52,936 108,883

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,993,078 8,963,732

現金及び現金同等物に係る換算差額 997 △1,563

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △383,288 3,313,926

現金及び現金同等物の期首残高 5,571,629 5,188,341

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  5,188,341 ※１  8,502,267
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(１) 連結子会社の数　12社

株式会社アンビション・バロー、AMBITION VIETNAM CO.,LTD、株式会社ホープ少額短期保険、株式会社ヴェリタ

ス・インベストメント、株式会社アンビション・エージェンシー、株式会社アンビション・レント、株式会社アン

ビション・ベンチャーズ、株式会社DRAFT、株式会社フレンドワークス、DRS株式会社他２社

当連結会計年度において、発行する株式のすべての株式を取得したことによりDRS株式会社他２社を連結の範囲に

含めております。なお、同社は、2024年10月１日に株式会社アンビションDXホールディングスを存続会社とする吸

収合併により消滅いたしました。

(２) 主要な非連結子会社の名称等

株式会社ルームギャランティ

(連結の範囲から除いた理由)

上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(１) 持分法を適用している非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

 

(２) 持分法を適用していない非連結子会社の名称等

株式会社ルームギャランティ

(持分法を適用しない理由)

上記の持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名：株式会社ホープ少額短期保険

決算日：３月31日

※連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としております。

 

４．会計方針に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(決算日の市場価格等に基づく評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法

により算定しております)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)

仕掛販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)

貯蔵品
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最終仕入原価法

 
(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法によっております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　７～43年

その他　　　　　　　　　３～15年

ロ．無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

 
(３) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

 
(４) 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金

一部の連結子会社においては、役員の退職慰労金支給に備えるため、退職慰労金支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上しております。

 
(５) 重要な収益及び費用の計上基準

イ．賃貸DXプロパティマネジメント事業

当社及び連結子会社は、オーナー様との管理受託契約に基づき、プロパティマネジメントサービス及びその他

の管理サービスを提供しております。

住居用不動産の転貸借による収入については「リース取引に関する会計基準」（リース取引に関する会計基

準）（企業会計基準第13号 2007年３月30日）等に従い収益を認識しております。

礼金、更新料、その他の事務手続等については、入居期間を履行義務の充足期間として、履行義務を充足する

につれて一定の期間にわたり均等に収益を認識しております。

内装収入等については、顧客との契約によりサービスの提供が完了した一時点で履行義務が充足されることか

ら、当該時点において収益を認識しております。

ロ．賃貸DX賃貸仲介事業

当社及び連結子会社は、顧客の代理人として不動産賃貸契約の仲介履行を行う義務を負っております。当該履

行義務は賃貸借契約が成立することが確実となった一時点で充足されるものであり当該時点において収益を計上

しております。

ハ．売買DXインベスト事業

当社及び連結子会社は、中古住宅の販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡し

を行う義務を負っております。当該履行義務は、物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡

時点において収益を計上しております。

ニ．インキュベーション事業

当社及び連結子会社は、投資先企業の株式の売却により収益を計上しており、売却の約定日時点で収益を認識

しております。

 
(６) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、個別案件毎に判断し、10年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額の
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僅少なものについては発生年度に一括で償却しております。

 
(７) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(８) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

 
(重要な会計上の見積り)

（棚卸資産の評価）

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （千円）
 前連結会計年度 当連結会計年度

販売用不動産 9,291,316 14,147,684
仕掛販売用不動産 4,656,964 6,054,232

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(１) 算出方法

当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下

回っている販売用不動産及び仕掛販売用不動産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用してお

ります。会計処理の適用に当たっては、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法）を採用しております。具体的には、正味売却価額が販売用不動産等の帳簿価額を下回った場合には、正味売

却価額をもって連結貸借対照表価額としております。

(２) 重要な仮定

見積りの算出に用いた重要な仮定は、正味売却価額の算定の基礎となる売価、見積追加製造原価及び見積販売直

接経費であります。

(３) 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当該重要な仮定は連結財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、見積りと将来の結

果が異なる可能性があります。すなわち、経済環境の悪化等に伴う賃料の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コ

ストが発生すること等による賃貸費用の悪化、市場金利の変動に伴う割引率の上昇、住宅販売市況の悪化に伴う販

売価格の低下等により、正味売却価額の算定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。）等を当連結会計

年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表に与える影響はありません。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

等

 

（１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

（２）適用予定日

2028年６月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 
(追加情報)

（資産保有目的の変更）

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したことに伴い、賃貸等不動産

2,905,312千円を販売用不動産に振り替えております。

 
(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

投資有価証券(株式) 1,000千円 1,000千円
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

現金及び預金(定期預金) 10,000千円 10,000千円

販売用不動産 7,250,050 13,348,524 

仕掛販売用不動産 4,656,964 5,994,408 

建物及び構築物 1,077,278 1,556,782 

土地 2,453,677 4,426,828 

計 15,834,326 25,336,544 
 

(注)　債務の担保に供している資産は上記のほか、連結上消去されている子会社株式があります。

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

短期借入金 2,970,500千円 7,517,600千円

１年内返済予定の長期借入金 1,048,594 4,090,902 
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長期借入金 10,807,860 12,162,138 

計 14,826,955 23,770,641 
 

 
※３　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

減価償却累計額 465,527千円 549,003千円
 

(注) 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じた収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（収益認識関係）」を参照ください。

なお、当該注記事項における売上高には、顧客との契約から生じる収益に加え、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）等に基づく収益等が含まれております。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

役員報酬 617,348千円 753,697千円

給料手当及び賞与 1,829,436 2,023,694 

退職給付費用 30,816 31,759 

地代家賃 305,156 370,430 

広告宣伝費 280,721 260,219 

支払手数料 263,635 347,565 

貸倒引当金繰入額 42,261 △1,674 
賞与引当金繰入額 186,598 202,315 
役員退職慰労引当金繰入額 － 50,688 

 

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

車両運搬具 2,070千円 －千円
 

 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

車両運搬具 －千円 13千円
 

 
※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

その他(ソフトウエア及び建物附
属設備、工具器具備品）

3,097千円 1,833千円
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※６　減損損失

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

 　　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

㈱アンビション・エージェンシー
池袋東口店（東京都豊島区）

店舗 建物附属設備等 177千円

㈱アンビション・エージェンシー
新宿東口店（東京都新宿区）

店舗 建物附属設備等 6,647千円

㈱アンビション・エージェンシー
武蔵小山店（東京都品川区）

店舗 建物附属設備等 5,223千円
 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、店舗ごとに資産のグルーピングをしており

ます。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回

るものについて帳簿価額を回収価額まで減損し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。な

お、当該資産の回収可能価額を零として評価しています。

 
当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 
 　　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

㈱アンビション・バロー
相模大野店（神奈川県相模原市）

店舗 建物附属設備等 2,056千円

㈱アンビション・バロー
川崎店（神奈川県川崎市）

店舗 建物附属設備等 1,069千円
 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、店舗ごとに資産のグルーピングをしており

ます。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回

るものについて帳簿価額を回収価額まで減損し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。な

お、当該資産の回収可能価額を零として評価しています。

 
(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

   

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

その他有価証券評価差額金：     

当期発生額 46,536千円 △21,336千円

組替調整額 △39,139 34,682 

法人税等及び税効果調整前 7,397 13,346 

法人税等及び税効果額 △1,590 △5,046 

その他有価証券評価差額金 5,807 8,300 

為替換算調整勘定：     

当期発生額 997 △1,818 

その他の包括利益合計 6,804 6,481 
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　(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式(注)１ 6,871,000 81,200 － 6,952,200

合計 6,871,000 81,200 － 6,952,200

自己株式     

普通株式(注)２ 93 － － 93

合計 93 － － 93
 

(注)１．変動事由の概要

　　　　ストック・オプションの権利行使による増加　81,200株

 
 
２．新株予約権に関する事項

会社名 内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・
オプション
としての新
株予約権

─ ─ ─ ─ ─ 2,882

合計 ─ ─ ─ ─ 2,882
 

 
 

３．配当に関する事項

(１) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年９月28日
定時株主総会

普通株式 151,159 22.00 2023年６月30日 2023年９月29日
 

 
(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年９月26日
定時株主総会

普通株式 257,227 利益剰余金 37.00 2024年６月30日 2024年９月27日
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当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式(注)１ 6,952,200 167,000 － 7,119,200

合計 6,952,200 167,000 － 7,119,200

自己株式     

普通株式(注)２ 93 － － 93

合計 93 － － 93
 

(注)１．変動事由の概要

　　　　ストック・オプションの権利行使による増加　167,000株

 
 
２．新株予約権に関する事項

会社名 内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・
オプション
としての新
株予約権

─ ─ ─ ─ ─ 2,798

合計 ─ ─ ─ ─ 2,798
 

 
 

３．配当に関する事項

(１) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年９月26日
定時株主総会

普通株式 257,227 37.00 2024年６月30日 2024年９月27日
 

 
(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2025年９月25日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年９月25日
定時株主総会

普通株式 747,506 利益剰余金 105.00 2025年６月30日 2025年９月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

現金及び預金勘定 5,256,341千円 8,570,268千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△68,000 △68,001 

現金及び現金同等物 5,188,341 8,502,267 
 

 

※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

株式の取得により新たに株式会社フレンドワークスを連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得による支出(純額)との関係は次のとおりです。

 
流動資産 15,745千円

固定資産 40,253千円

のれん 23,272千円

流動負債 △6,793千円

固定負債 △12,477千円

　株式の取得価額  60,000千円

　支配獲得時までの取得価額 △1,000千円

　支配獲得時までの持分評価額 △3,376千円

　段階取得に係る差益 △15,223千円

現金及び現金同等物 △11,072千円

差引：取得による支出 29,327千円
 

 

当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

株式の取得により新たにDRS株式会社他2社を連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳並びに株式

の取得価額と取得による支出(純額)との関係は次のとおりです。

 
流動資産 147,666千円

固定資産 258,733千円

のれん 1,636千円

流動負債 △103,684千円

固定負債 △97,151千円

　株式の取得価額  207,200千円

差引：取得による支出 △207,200千円
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(リース取引関係)

(借主側)

１．ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年６月30日)

１年内 290,812 272,059

１年超 833,285 561,225

合計 1,124,097 833,285
 

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画やM&Aなどの案件に照らして、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達してお

ります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。

 

(２) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスク

及び発行体の信用リスクに晒されております。

営業債務である営業未払金、未払金及び未払費用は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日としております。

営業預り金は、入居者から物件保有者の代理としてお預りした家賃及び敷金等であり、そのほとんどが１ヶ月以

内の支払期日となっております。

借入金及び社債は、主に設備投資及びM&Aに係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後14年

であります。このうち一部は、金利変動による市場価格等の変動リスクに晒されております。

 

(３) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権に係る信用リスクは、所管部署が相手先の状況をモニタリングすることでリスク低減を図っておりま

す。

②　市場リスク(市場価格及び金利等の変動リスク)の管理

営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継

続的に見直すことでリスクを管理しております。

借入金及び社債については、定期的に市場変動状況を確認し、金利状況を把握することでリスクを管理してお

ります。

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

営業債務や借入金及び社債については、流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次に資金繰り計画を

作成するなどの方法により管理しております。

 

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれ

ております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）４.参照）。

前連結会計年度(2024年６月30日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(１) 営業投資有価証券 1,453 1,453 －

(２) 投資有価証券    

　　　その他有価証券 4,312 4,312 －

資産計 5,765 5,765 －

(１) 社債(１年内償還予定の社債含
む)

49,900 49,361 △538

(２) 長期借入金(１年内返済予定の
長期借入金含む)

12,991,648 12,920,342 △71,305

負債計 13,041,548 12,969,704 △71,844
 

 
当連結会計年度における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）４.参照）。

当連結会計年度(2025年６月30日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(１) 営業投資有価証券 43,779 43,779 －

(２) 投資有価証券    

　　　その他有価証券 4,249 4,249 －

資産計 48,028 48,028 －

(１) 社債(１年内償還予定の社債含
む)

16,500 16,466 △33

(２) 長期借入金(１年内返済予定の
長期借入金含む)

17,655,698 17,602,694 △53,003

負債計 17,672,198 17,619,161 △53,037
 

（注）１.　現金は注記を省略しており、預金、営業未収入金、営業未払金、未払金、未払費用、営業預り金及び短期借

入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２.　(１) 社債（１年内償還予定の社債含む） (２) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）これらの

時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

３．投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみな

しており、当該投資信託が含まれております。

４.　市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

EDINET提出書類

株式会社アンビションＤＸホールディングス(E30880)

有価証券報告書

 74/124



 

前連結会計年度(2024年６月30日)

 (単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

営業投資有価証券  

非上場株式 161,473

その他 757

投資有価証券  

非上場株式 13,790

その他 －

非連結子会社株式 1,000
 

　　連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略

しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は、158,218千円であります。

 
当連結会計年度(2025年６月30日)

 (単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

営業投資有価証券  

非上場株式 196,247

その他 757

投資有価証券  

非上場株式 13,790

その他 －

非連結子会社株式 1,000
 

　　連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略

しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は、156,172千円であります。

 
５．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 5,256,341 － － －

営業未収入金 370,521 － － －

合計 5,626,862 － － －
 

 
当連結会計年度(2025年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 8,570,268 － － －

営業未収入金 471,359 － － －

合計 9,041,628 － － －
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６．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 33,400 16,500 － － － －

長期借入金 1,427,574 5,533,331 3,928,132 481,764 1,183,848 436,996

合計 4,498,974 5,549,831 3,928,132 481,764 1,183,848 436,996
 

 
当連結会計年度(2025年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社債 16,500 － － － － －

長期借入金 4,474,487 6,321,680 3,752,017 1,596,409 1,201,829 309,272

合計 4,490,987 6,321,680 3,752,017 1,596,409 1,201,829 309,272
 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(１) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2024年６月30日)

区分
時価（千円）

レベル １ レベル ２ レベル ３ 合計

営業投資有価証券 1,453 － － 1,453

投資有価証券 4,312 － － 4,312

資産計 5,765 － － 5,765
 

 

当連結会計年度(2025年６月30日)

区分
時価（千円）

レベル １ レベル ２ レベル ３ 合計

営業投資有価証券 43,779 － － 43,779

投資有価証券 4,249 － － 4,249

資産計 48,028 － － 48,028
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(２) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2024年６月30日)

区分
時価（千円）

レベル １ レベル ２ レベル ３ 合計

社債(１年内償還予定の社債
含む)

－ 49,361 － 49,361

長期借入金(１年内返済予定
の長期借入金含む)

－ 12,920,342 － 12,920,342

負債計 － 12,969,704 － 12,969,704
 

 

当連結会計年度(2025年６月30日)

区分
時価（千円）

レベル １ レベル ２ レベル ３ 合計

社債(１年内償還予定の社債
含む)

－ 16,466 － 16,466

長期借入金(１年内返済予定
の長期借入金含む)

－ 17,602,694 － 17,602,694

負債計 － 17,619,161 － 17,619,161
 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

営業投資有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

社債（１年内償還予定の社債を含む）及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(2024年６月30日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(１) 株式 － － －

(２) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(３) その他 2,882 2,881 1

小計 2,882 2,881 1

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(１) 株式 1,453 2,196 △742

(２) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(３) その他 － － －

小計 1,453 2,196 △742

合計 4,336 5,077 △741
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額175,264千円)については、市場価格がないため、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。
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当連結会計年度(2025年６月30日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(１) 株式 45,188 24,815 20,373

(２) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(３) その他 2,839 2,689 150

小計 48,028 27,504 20,523

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(１) 株式 － － －

(２) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(３) その他 － － －

小計 － － －

合計 48,028 27,504 20,523
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額210,038千円)については、市場価格がないため、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 － － －

債券 － － －

その他 50,000 － －

合計 50,000 － －
 

 
当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 10,023 9,317 －

債券 － － －

その他 － － －

合計 10,023 9,317 －
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３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、営業投資有価証券について21,399千円減損処理を行っております。

当連結会計年度において、営業投資有価証券について44,012千円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたり、連結会計年度末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には減損処理を

行い、30％以上50％未満下落した場合には回復する見込みがあると認められないものについて減損処理を行っており

ます。

また、時価のない有価証券については、連結会計年度末における実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場

合には、中長期等の事業計画等を入手して財政状態の改善の見通しを判断することが可能である場合には回復可能性

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定拠出年金制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度

当社グループの確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度30,816千円、当連結会計年度31,759千円でありま

す。
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(ストック・オプション等関係)

１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要

(１) 権利確定条件付き有償新株予約権の内容

決議年月日
2015年12月15日
取締役会

第２回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第４回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第５回新株予約権

付与対象者の区分及び
人数

当社取締役　１名 当社取締役　１名

当社取締役　４名
当社従業員　17名
当社子会社の取締役　８名
当社子会社の従業員　49名

株式の種類別及び付与数
(注)

普通株式　280,000株 普通株式　280,000株 普通株式　612,600株

付与日 2016年１月６日 2017年12月１日 2017年12月１日

権利確定条件

 

①　割当日から本新株予約
権の行使期間の終期にい
たるまでの間に東京証券
取引所における当社普通
株式の普通取引終値が一
度でも行使価額(但し、
「新株予約権の行使に際
して出資される財産の価
額又はその算定方法」に
定める行使価額の調整に
準じて取締役会により適
切に調整されるものとす
る。)に50％を乗じた価
格を下回った場合、新株
予約権者は残存するすべ
ての本新株予約権を行使
期間の満期日までに行使
しなければならないもの
とする。但し、次に掲げ
る場合に該当するときは
この限りではない。
イ　当社の開示情報に重
大な虚偽が含まれる
ことが判明した場合

ロ　当社が法令や金融商
品取引所の規則に
従って開示すべき重
要な事実を適正に開
示していなかったこ
とが判明した場合

ハ　当社が上場廃止と
なったり、倒産した
り、その他本新株予
約権発行日において
前提とされていた事
情に大きな変更が生
じた場合

 

①　割当日から本新株予約
権の行使期間の終期にい
たるまでの間に東京証券
取引所における当社普通
株式の普通取引終値が一
度でも行使価額(但し、
「新株予約権の行使に際
して出資される財産の価
額又はその算定方法」に
定める行使価額の調整に
準じて取締役会により適
切に調整されるものとす
る。)に50％を乗じた価
格を下回った場合、新株
予約権者は残存するすべ
ての本新株予約権を行使
期間の満期日までに行使
しなければならないもの
とする。但し、次に掲げ
る場合に該当するときは
この限りではない。
イ　当社の開示情報に重
大な虚偽が含まれる
ことが判明した場合

ロ　当社が法令や金融商
品取引所の規則に
従って開示すべき重
要な事実を適正に開
示していなかったこ
とが判明した場合

ハ　当社が上場廃止と
なったり、倒産した
り、その他本新株予
約権発行日において
前提とされていた事
情に大きな変更が生
じた場合

 

①　当社ののれん償却前営
業利益が以下の各号に掲
げる条件を充たした場
合、新株予約権者は、当
該のれん償却前営業利益
を達成した事業年度に係
る有価証券報告書が提出
された日が属する月の翌
月から３年が経過した日
以降に、各新株予約権者
に割り当てられた新株予
約権のうち当該各号に掲
げる割合に相当する数を
限度として、新株予約権
を行使することができ
る。行使可能な本新株予
約権の数に１個未満の端
数が生じる場合には、こ
れを切り捨てるものとす
る。
イ　2018年６月期乃至
2020年６月期のいず
れかの事業年度にお
けるのれん償却前営
業利益が1,000百万
円を超過した場合：
付与された本新株予
約権の90％に相当す
る新株予約権

ロ　2018年６月期乃至
2022年６月期のいず
れかの事業年度にお
けるのれん償却前営
業利益が1,500百万
円を超過した場合：
付与された本新株予
約権の100％に相当
する新株予約権
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ニ　その他、当社が新株
予約権者の信頼を著
しく害すると客観的
に認められる行為を
なした場合

②　新株予約権者の相続人
による本新株予約権の行
使は認めない。
③　本新株予約権の行使に
よって、当社の発行済株
式総数が当該時点におけ
る授権株式数を超過する
こととなるときは、当該
本新株予約権の行使は行
うことはできない。
④　各本新株予約権１個未
満の行使を行うことはで
きない。

 

ニ　その他、当社が新株
予約権者の信頼を著
しく害すると客観的
に認められる行為を
なした場合

②　新株予約権者の相続人
による本新株予約権の行
使は認めない。
③　本新株予約権の行使に
よって、当社の発行済株
式総数が当該時点におけ
る授権株式数を超過する
こととなるときは、当該
本新株予約権の行使は行
うことはできない。
④　各本新株予約権１個未
満の行使を行うことはで
きない。

 

なお、上記ののれん
償却前営業利益の判
定においては、当社
の有価証券報告書に
記載される連結損益
計算書(連結損益計
算書を作成していな
い場合には損益計算
書)における営業利
益及び連結キャッ
シュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書を作成
していない場合には
キャッシュ・フロー
計算書)におけるの
れん償却費を用いる
ものとする。また、
国際財務報告基準の
適用等によりのれん
償却前営業利益の判
定に用いるべき項目
の概念に重要な変更
があった場合には、
別途当該判定に用い
るべき項目又は指標
を取締役会で定める
ものとする。

②　新株予約権者は、新株
予約権の権利行使時にお
いても、当社または当社
関係会社の取締役、監査
役または従業員であるこ
とを要する。ただし、任
期満了による退任、定年
退職、その他正当な理由
があると取締役会が認め
た場合は、この限りでは
ない。
③　新株予約権者の相続人
による本新株予約権の行
使は認めない。
④　本新株予約権の行使に
よって、当社の発行済株
式総数が当該時点におけ
る発行可能株式総数を超
過することとなるとき
は、当該本新株予約権の
行使はできない。
⑤　各本新株予約権１個未
満の行使はできない。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

権利行使期間
自　2017年10月１日
至　2026年１月５日

自　2018年６月１日
至　2027年11月30日

自　2021年10月１日
至　2027年11月30日

 

(注)　株式数に換算して記載しております。なお、第２回ストック・オプションは、2016年４月１日付及び2018年４

月26日付で普通株式１株につき２株に分割したことによる分割後の株式数に換算して記載しており、第４回ス

トック・オプション及び第５回ストック・オプションは、2018年４月26日付で普通株式１株につき２株に分割

したことによる分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(２) 権利確定条件付き有償新株予約権の規模及びその変動状況

当連結会計年度(2025年６月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。
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①　ストック・オプションの数

決議年月日
2015年12月15日
取締役会

第２回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第４回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第５回新株予約権

権利確定前　　　　(株)    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後　　　　(株)    

前連結会計年度末 280,000 280,000 444,000

権利確定 － － －

権利行使 － － 167,000

失効 － － 400

未行使残 280,000 280,000 276,600
 

(注)　第２回ストック・オプションは、2016年４月１日付及び2018年４月26日付で普通株式１株につき２株に分割し

たことによる分割後の株式数に換算して記載しており、第４回ストック・オプション及び第５回ストック・オ

プションは、2018年４月26日付で普通株式１株につき２株に分割したことによる分割後の株式数に換算して記

載しております。

 

② 単価情報

決議年月日
2015年12月15日
取締役会

第２回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第４回新株予約権

2017年11月16日
取締役会

第５回新株予約権

権利行使価格　　　(円) 373 652 652

行使時平均株価　　(円) － － 2,075
 

(注)　第２回ストック・オプションは、2016年４月１日付及び2018年４月26日付で普通株式１株につき２株に分割し

たことによる分割後の権利行使価格を記載しており、第４回ストック・オプション及び第５回ストック・オプ

ションは、2018年４月26日付で普通株式１株につき２株に分割したことによる分割後の権利行使価格を記載し

ております。

 
２．採用している会計処理の概要

(権利確定日以前の会計処理)

(１) 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権として計

上する。

(２) 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上する。

 

(権利確定日後の会計処理)

(３) 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権として計上

した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り替える。

(４) 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を利益と

して計上する。この会計処理は、当該失効が確定した期に行う。

EDINET提出書類

株式会社アンビションＤＸホールディングス(E30880)

有価証券報告書

 83/124



 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

 
当連結会計年度
(2025年６月30日)

繰延税金資産      

税務上の繰越欠損金(注)２ 64,245千円  8,109千円

未払事業税 41,216  54,564 

貸倒引当金繰入超過額 28,357  42,029 

減損損失 7,268  2,206 

賞与引当金 53,681  66,888 

未払費用 11,429  25,657 

前受金(契約負債) 186,004  222,202 

営業投資有価証券 40,458  52,053 

販売促進費 140  － 

減価償却超過額 33,788  19,313 

繰延消費税等 17,528  48,720 

資産調整勘定 －  51,491 

役員退職慰労引当金 －  17,959 

子会社株式評価損 －  6,934 

子会社株式の現物配当による差額 －  65,542 

その他 1,717  3,388 

繰延税金資産小計 485,835  687,060 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額
(注)２

△43,999  － 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性
引当額

△55,887  △125,281 

評価性引当額小計(注)１ △99,886  △125,281 

繰延税金資産合計 385,949  561,779 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △6,076  △11,122 

企業結合により識別された無形資産 －  △54,976 

その他 △5,904  △2,834 

繰延税金負債合計 △11,981  △68,933 
繰延税金資産の純額(△は繰延税金負債の
純額)

373,968  492,846 
 

(注) １．評価性引当額が25,394千円増加しております。この増加の主な内容は、連結子会社において税務上の繰越欠

損金に係る評価性引当額が43,999千円減少した一方で、子会社株式の現物配当に係る評価性引当額を65,542

千円計上したことに伴うものであります。

(注) ２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度(2024年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

合計
(千円)

税務上の繰越欠損金※１ － － － － － 64,245 64,245

評価性引当額※２ － － － － － △43,999 △43,999

繰延税金資産 － － － － － 20,246 20,246
 

※１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

※２．税務上の繰越欠損金は、経営者が承認した事業計画等に基づく将来の課税所得の見込みにより、回収可

能と判断した部分について繰延税金資産を計上しております。
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当連結会計年度(2025年６月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

合計
(千円)

税務上の繰越欠損金※１ 8,109 － － － － － 8,109

評価性引当額※２ － － － － － － －

繰延税金資産 8,109 － － － － － 8,109
 

※１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

※２．税務上の繰越欠損金は、経営者が承認した事業計画等に基づく将来の課税所得の見込みにより、回収可

能と判断した部分について繰延税金資産を計上しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年６月30日)

 
当連結会計年度
(2025年６月30日)

法定実効税率 30.6％  　法定実効税率と税効果会計
適用後の法人税等の負担率と
の差異が法定実効税率の100分
の５以下であるため注記を省
略しております。

(調整)    

役員給与の損金不算入額 0.0  

雇用者給与等支給額増加の特別控除 △0.0  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0  

住民税均等割 0.1  

のれん償却 2.4  

評価性引当額の増減 △0.3  

親会社との税率の差異 1.9  

所得税額控除 △1.6  

その他 △1.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.7  
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年７月１日

以後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年７月１

日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、

法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(資産除去債務関係)

１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

２．連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社及び連結子会社は、賃貸借契約に基づいて使用する建物について、退去時における原状回復に係る債務を有し

ておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等の予定もないため、資産除去債務を合

理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、居住用の賃貸等不動産(土地を含む。)を有して

おります。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する損益は111,294千円(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原

価に計上)であります。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する損益は148,796千円(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原

価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

連結貸借対照表計上額   

 

期首残高 3,355,861 3,955,348

期中増減額 599,487 2,413,456

期末残高 3,955,348 6,368,804

期末時価 4,203,099 8,293,653
 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加要因は、提出会社による新規取得2,795,066千円であり主な

減少は販売用不動産への振替2,083,313千円によるものであります。当連結会計年度の主な増加要因は、提

出会社による新規取得5,424,155千円であり主な減少は販売用不動産への振替2,905,312千円によるものであ

ります。

３．当連結会計年度末の時価は、適切な市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金

額であります。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計賃貸DX
プロパティ
マネジメント
事業

賃貸DX
賃貸仲介
事業

売買DX
インベスト
事業

インキュ
ベーション
事業 

計

一時点で移転される財
又はサービス

2,264,639 908,743 19,495,956 － 22,669,339 500,844 23,170,184

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

762,774 11,602 － － 774,376 22,201 796,578

顧客との契約から生じる
収益

3,027,413 920,346 19,495,956 － 23,443,716 523,046 23,966,763

その他の収益（注） 17,205,045 － 131,657 154,500 17,491,203 607,427 18,098,631

外部顧客への売上高 20,232,459 920,346 19,627,613 154,500 40,934,920 1,130,473 42,065,394
 

（注）その他の収益は、賃貸DXプロパティマネジメント事業及び売買DXインベスト事業においては「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃料収入等、インキュベーション事業においては、「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づくベンチャー投資における営業投資有価証券の売却収入

等、その他においては、保険契約における保険料収入であります。

 
 

当連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計賃貸DX
プロパティ
マネジメント
事業

賃貸DX
賃貸仲介
事業

売買DX
インベスト
事業

インキュ
ベーション
事業 

計

一時点で移転される財
又はサービス

2,536,424 1,008,648 27,855,658 － 31,400,731 848,010 32,248,742

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

836,069 11,572 － － 847,641 23,886 871,527

顧客との契約から生じる
収益

3,372,493 1,020,221 27,855,658 － 32,248,373 871,896 33,120,269

その他の収益（注） 18,277,502 － 206,105 9,317 18,492,924 759,128 19,252,053

外部顧客への売上高 21,649,995 1,020,221 28,061,763 9,317 50,741,298 1,631,025 52,372,323
 

（注）その他の収益は、賃貸DXプロパティマネジメント事業及び売買DXインベスト事業においては「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃料収入等、インキュベーション事業においては、「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づくベンチャー投資における営業投資有価証券の売却収入

等、その他においては、保険契約における保険料収入であります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

４．会計方針に関する事項　(５) 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び

時期に関する情報

 
前連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

（１）契約負債の残高等

  （単位：千円）

 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期末残高

顧客との契約から生じた債権 288,342 271,185

契約負債 637,855 799,046
 

　連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は、「営業未収入金」に、契約負債は「前受金」及び「そ

の他固定負債」に計上しております。

　契約負債は、主に賃貸DXプロパティマネジメント事業において、顧客との契約に基づく支払条件により顧客

から受け取った礼金、更新料並びに契約及び更新にかかる事務手数料に関連するものであります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に

含まれていた額は、399,645千円であります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初

に予想される契約期間が１年以内の契約、及び履行義務の充足から生じる収益を「収益認識に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第19項に従って認識している契約について

は、注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期

間は、以下の通りであります。

 （単位：千円）

 当連結会計年度

１年以内 440,581

１年超２年以内 165,042

２年超３年以内 920

３年超 －

合計 606,544
 

 
当連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

（１）契約負債の残高等

  （単位：千円）

 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期末残高

顧客との契約から生じた債権 271,185 408,224

契約負債 799,046 1,110,619
 

　連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は、「営業未収入金」に、契約負債は「前受金」及び「そ

の他固定負債」に計上しております。

　契約負債は、主に賃貸DXプロパティマネジメント事業において、顧客との契約に基づく支払条件により顧客

から受け取った礼金、更新料並びに契約及び更新にかかる事務手数料に関連するものであります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に

含まれていた額は、474,401千円であります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初

に予想される契約期間が１年以内の契約、及び履行義務の充足から生じる収益を「収益認識に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第19項に従って認識している契約について

は、注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期

間は、以下の通りであります。

 （単位：千円）
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 当連結会計年度

１年以内 499,714

１年超２年以内 202,748

２年超３年以内 1,690

３年超 －

合計 704,153
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社及び連結子会社の報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社及び連結子会社は、不動産所有者の様々なニーズにこたえるため、不動産所有者のアセットマネジメントを行

う賃貸DXプロパティマネジメント事業、不動産投資を通じて一般顧客の不動産取得ニーズにこたえる売買DXインベス

ト事業、不動産所有者のアセットと一般顧客をマッチングさせる賃貸DX賃貸仲介事業、ベンチャー企業への投資、資

本業務提携、投資先企業の支援を行うインキュベーション事業を国内で展開しております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

その他(注) 合計賃貸DX
プロパティ
マネジメント
事業

賃貸DX
賃貸仲介
事業

売買DX
インベスト
事業

インキュ
ベーション
事業

計

売上高        

顧客との契約から生じる
収益

3,027,413 920,346 19,495,956 － 23,443,716 523,046 23,966,763

その他の収益 17,205,045 － 131,657 154,500 17,491,203 607,427 18,098,631

外部顧客への売上高 20,232,459 920,346 19,627,613 154,500 40,934,920 1,130,473 42,065,394

セグメント間の内部
売上高又は振替高

64,523 165,879 － － 230,402 64,296 294,699

計 20,296,983 1,086,225 19,627,613 154,500 41,165,323 1,194,770 42,360,093

セグメント利益又は損失(△) 1,954,420 13,619 2,709,038 32,740 4,709,819 △28,283 4,681,536

セグメント資産 1,487,356 224,688 20,518,884 326,465 22,557,394 907,230 23,464,624

その他の項目        

減価償却費 45,038 8,523 107,206 － 160,768 16,731 177,500

のれん償却額 － － 126,736 － 126,736 34,879 161,615

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

76,808 19,239 2,785,246 － 2,881,295 1,992 2,883,287
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産DX事業（システム開発の海

外子会社を含む）、少額短期保険事業、ZEH・ライフライン事業を表示しております。
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当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

その他(注) 合計賃貸DX
プロパティ
マネジメント
事業

賃貸DX
賃貸仲介
事業

売買DX
インベスト
事業

インキュ
ベーション
事業

計

売上高        

顧客との契約から生じる
収益

3,372,493 1,020,221 27,855,658 － 32,248,373 871,896 33,120,269

その他の収益 18,277,502 － 206,105 9,317 18,492,924 759,128 19,252,053

外部顧客への売上高 21,649,995 1,020,221 28,061,763 9,317 50,741,298 1,631,025 52,372,323

セグメント間の内部
売上高又は振替高

84,352 149,594 － － 233,946 64,848 298,794

計 21,734,348 1,169,815 28,061,763 9,317 50,975,244 1,695,873 52,671,118

セグメント利益又は損失(△) 2,411,401 54,708 3,833,884 △36,779 6,263,215 49,155 6,312,370

セグメント資産 1,828,088 424,190 31,608,407 306,871 34,167,558 1,232,208 35,399,766

その他の項目        

減価償却費 80,925 7,395 105,328 － 193,649 14,652 208,301

のれん償却額 1,636 － 126,736 － 128,373 34,879 163,252

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

54,709 2,243 1,399,565 － 1,456,518 5,061 1,461,580
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産DX事業（システム開発の海

外子会社を含む）、少額短期保険事業、ZEH・ライフライン事業を表示しております。

 
４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：千円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 41,165,323 50,975,244

「その他」の区分の売上高 1,194,770 1,695,873

セグメント間取引消去 △294,699 △298,794

連結財務諸表の売上高 42,065,394 52,372,323
 

 
  (単位：千円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,709,819 6,263,215

「その他」の区分の利益 △28,283 49,155

セグメント間取引消去 1,170 △2,500

全社費用(注) △1,956,388 △2,363,451

連結財務諸表の営業利益 2,726,317 3,946,419
 

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
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  (単位：千円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 22,557,394 34,167,558

「その他」の区分の資産 907,230 1,232,208

セグメント間の債権の相殺消去 △21,769 △26,423

全社資産(注) 3,449,823 3,934,919

連結財務諸表の資産合計 26,892,679 39,308,261
 

(注)　全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る資産であります。

 
       (単位：千円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 160,768 193,649 16,731 14,652 27,470 57,476 204,970 265,777

のれん償却額 126,736 128,373 34,879 34,879 36,902 13,630 198,518 176,882

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,881,295 1,456,518 1,992 5,061 90,199 3,724 2,973,487 1,465,304
 

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

(２) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載しておりませ

ん。
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当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

(２) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載しておりませ

ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

    (単位：千円)

 
賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業

賃貸DX賃貸仲
介事業

売買DXインベ
スト事業

インキュベー
ション事業

その他 全社・消去 合計

減損損失 － 12,048 － － － － 12,048
 

 
当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

    (単位：千円)

 
賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業

賃貸DX賃貸仲
介事業

売買DXインベ
スト事業

インキュベー
ション事業

その他 全社・消去 合計

減損損失 － 3,125 － － － － 3,125
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

    (単位：千円)

 
賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業

賃貸DX賃貸仲
介事業

売買DXインベ
スト事業

インキュベー
ション事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 － － 126,736 － 34,879 13,630 175,246

当期末残高 － － 411,894 － 308,098 13,630 733,623
 

 

当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

    (単位：千円)

 
賃貸DXプロパ
ティマネジメ
ント事業

賃貸DX賃貸仲
介事業

売買DXインベ
スト事業

インキュベー
ション事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 1,636 － 126,736 － 34,879 13,630 176,882

当期末残高 － － 285,158 － 273,219 － 558,377
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

１．関連当事者との取引

(１) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

重要性がないため記載しておりません。

 

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

                                                                                        　 (単位：千円）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金 事業の内容

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引の

金額
科目

期末残

高

重要な子

会社の役

員

川田 秀樹 ― ―
連結子会社

代表取締役

被所有直接

3.39％
―

ストック・

オプション

の権利行使

(注)

52,200 ― ―

 

（注）ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によっております。

 
(２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

１．関連当事者との取引

(１) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

重要性がないため記載しておりません。

 

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

                                                                                        　 (単位：千円）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地 資本金 事業の内容

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引の

金額
科目

期末残

高

重要な子

会社の役

員

川田 秀樹 ― ―
連結子会社

代表取締役

被所有直接

4.14％
―

ストック・

オプション

の権利行使

(注)

39,150 ― ―

重要な子

会社の役

員

前田 智彦 ― ―
連結子会社

取締役

被所有直接

0.4％
―

ストック・

オプション

の権利行使

(注)

18,922 ― ―

 

（注）ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によっております。

 
(２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

１株当たり純資産額 881.93円 1,171.51円

１株当たり当期純利益金額 238.28円 335.91円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

226.98円 305.98円
 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。
 

 
前連結会計年度

(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

当連結会計年度
(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額(千円) 1,638,128 2,350,592

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額
(千円)

1,638,128 2,350,592

期中平均株式数(株) 6,874,875 6,997,730

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 342,284 684,549

(うち新株予約権(株)) (342,284) (684,549)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －

 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

  年月日     年月日

株式会社ヴェリタ
ス・インベストメ
ント

第１回無担保社債 2022.12.16 49,900
16,500
(16,500)

0.55 なし 2025.12.16

合計 ― ― 49,900
16,500
(16,500)

― ― ―
 

(注) １．「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。
 

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

16,500 － － － －
 

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,038,000 7,517,600 1.80 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,427,574 4,474,487 1.62 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

11,564,073 13,181,210 1.71 2026年～2038年

合計 16,029,648 25,173,298 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 6,321,680 3,752,017 1,596,409 1,201,829
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記

載を省略しております。
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(２) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高(千円) 25,138,293 52,372,323

税金等調整前
中間（当期）純利益(千円)

1,610,962 3,425,056

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益(千円)

1,012,088 2,350,592

１株当たり
中間（当期）純利益(円)

145.24 335.91
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２ 【財務諸表等】

(１) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,975,343 4,730,658

  営業未収入金 ※２  243,190 ※２  282,740

  販売用不動産 ※１  2,617,541 ※１  6,912,859

  貯蔵品 3,410 977

  未収入金 30,365 95

  その他 ※２  380,161 ※２  320,870

  貸倒引当金 △47,607 △15,822

  流動資産合計 6,202,405 12,232,378

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※１  390,332 ※１  653,471

   車両運搬具 17,842 11,901

   工具、器具及び備品 6,369 34,276

   土地 ※１  997,971 ※１  2,392,543

   建設仮勘定 5,141 －

   有形固定資産合計 1,417,657 3,092,192

  無形固定資産   

   ソフトウエア 236,225 231,893

   ソフトウエア仮勘定 － 36,684

   その他 570 174,871

   無形固定資産合計 236,796 443,448

  投資その他の資産   

   投資有価証券 12,882 12,839

   関係会社株式 ※１  4,561,439 ※１  4,561,439

   出資金 124,178 122,720

   破産更生債権等 38,357 23,545

   差入保証金 ※２  143,738 ※２  138,202

   保険積立金 34,028 36,199

   長期前払費用 887 770

   繰延税金資産 318,262 341,382

   その他 ※２  303,173 ※２  324,493

   貸倒引当金 △38,357 △23,545

   投資その他の資産合計 5,498,592 5,538,049

  固定資産合計 7,153,045 9,073,690

 繰延資産   

  社債発行費 333 －

  繰延資産合計 333 －

 資産合計 13,355,783 21,306,069
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 ※２  193,872 ※２  264,583

  短期借入金 ※１  2,288,000 ※１  5,558,600

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  568,202 ※１  657,026

  未払金 ※２  86,589 ※２  121,273

  未払費用 91,999 167,457

  未払法人税等 512,415 444,747

  前受金 1,571,175 1,784,135

  営業預り金 ※２  89,143 ※２  119,768

  賞与引当金 139,439 117,363

  未払消費税等 79,593 －

  預り金 14,405 115,043

  その他 19,103 32,426

  流動負債合計 5,653,940 9,382,425

 固定負債   

  長期借入金 ※１  2,810,424 ※１  5,028,623

  長期預り保証金 693,479 834,242

  その他 61,144 163,840

  固定負債合計 3,565,047 6,026,706

 負債合計 9,218,988 15,409,131

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 427,999 482,483

  資本剰余金   

   資本準備金 387,999 442,483

   その他資本剰余金 64,859 64,859

   資本剰余金合計 452,859 507,343

  利益剰余金   

   利益準備金 3,239 3,239

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,240,359 4,894,402

   利益剰余金合計 3,243,598 4,897,641

  自己株式 △99 △99

  株主資本合計 4,124,359 5,887,369

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 9,553 6,770

  評価・換算差額等合計 9,553 6,770

 新株予約権 2,882 2,798

 純資産合計 4,136,795 5,896,937

負債純資産合計 13,355,783 21,306,069
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 ※１  30,486,189 ※１  34,518,288

売上原価 ※１  26,421,686 ※１  29,103,570

売上総利益 4,064,502 5,414,718

販売費及び一般管理費 ※１,※２  2,441,064 ※１,※２  2,863,662

営業利益 1,623,437 2,551,056

営業外収益   

 受取利息 ※１  1,755 ※１  2,155

 受取配当金 253,370 ※１  261,292

 受取手数料 1 1

 投資事業組合運用益 5,596 8,847

 補助金収入 533 3,050

 貸倒引当金戻入額 15,000 －

 雑収入 5,221 3,912

 営業外収益合計 281,479 279,259

営業外費用   

 支払利息 ※１  92,168 ※１  169,138

 社債発行費償却 1,056 333

 支払手数料 26,709 72,291

 雑損失 707 925

 営業外費用合計 120,642 242,689

経常利益 1,784,275 2,587,625

特別利益   

 固定資産売却益 1,621 －

 抱合せ株式消滅差益 4,427 －

 特別利益合計 6,049 －

特別損失   

 固定資産除却損 288 1,542

 事務所移転費用 24,990 16,656

 損害賠償金 43,000 －

 特別損失合計 68,278 18,199

税引前当期純利益 1,722,045 2,569,426

法人税、住民税及び事業税 533,817 681,812

法人税等調整額 △109,418 △23,656

法人税等合計 424,398 658,156

当期純利益 1,297,646 1,911,270
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(売上原価明細書)

 

  
前事業年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当事業年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　プロパティマネジメント
事業売上原価

     

支払賃料  15,539,939 58.8 16,300,547 56.0

その他 ※ 1,507,236 5.7 1,646,330 5.7

プロパティマネジメント
事業売上原価合計

 17,047,175 64.5 17,946,878 61.7

Ⅱ　インベスト事業売上原価      

販売不動産用取得費  9,315,357 35.3 11,083,377 38.1

その他  58,715 0.2 71,583 0.2

インベスト事業売上原価
合計

 9,374,072 35.5 11,154,960 38.3

Ⅲ　その他事業売上原価      

その他  438 0.0 1,731 0.0

その他事業売上原価合計  438 0.0 1,731 0.0

売上原価合計  26,421,686 100.0 29,103,570 100.0
 

※　その他は主に原状回復工事にかかる工事費用、管理委託にかかる募集費用、入居者用の付帯サービスにかかる原

価であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 401,508 361,508 64,859 426,368 3,239 2,093,873 2,097,112

当期変動額        

新株の発行 26,491 26,491  26,491    

剰余金の配当      △151,159 △151,159

当期純利益      1,297,646 1,297,646

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 26,491 26,491 － 26,491 － 1,146,486 1,146,486

当期末残高 427,999 387,999 64,859 452,859 3,239 3,240,359 3,243,598
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △99 2,924,889 9,623 9,623 2,928 2,937,441

当期変動額       

新株の発行  52,983    52,983

剰余金の配当  △151,159    △151,159

当期純利益  1,297,646    1,297,646

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △69 △69 △46 △115

当期変動額合計 － 1,199,469 △69 △69 △46 1,199,353

当期末残高 △99 4,124,359 9,553 9,553 2,882 4,136,795
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当事業年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 427,999 387,999 64,859 452,859 3,239 3,240,359 3,243,598

当期変動額        

新株の発行 54,483 54,483  54,483    

剰余金の配当      △257,227 △257,227

当期純利益      1,911,270 1,911,270

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 54,483 54,483 － 54,483 － 1,654,042 1,654,042

当期末残高 482,483 442,483 64,859 507,343 3,239 4,894,402 4,897,641
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △99 4,124,359 9,553 9,553 2,882 4,136,795

当期変動額       

新株の発行  108,967    108,967

剰余金の配当  △257,227    △257,227

当期純利益  1,911,270    1,911,270

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △2,783 △2,783 △83 △2,867

当期変動額合計 － 1,763,009 △2,783 △2,783 △83 1,760,142

当期末残高 △99 5,887,369 6,770 6,770 2,798 5,896,937
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品

最終仕入原価法

 
２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　   ７～43年

その他　　　　　　   ３～15年

 
(２) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

 
３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

(１) 賃貸DXプロパティマネジメント事業

当社は、オーナー様との管理受託契約に基づき、プロパティマネジメントサービス及びその他の管理サービスを

提供しております。

住居用不動産の転貸借による収入については「リース取引に関する会計基準」（リース取引に関する会計基準）

（企業会計基準第13号 2007年３月30日）等に従い収益を認識しています。

礼金、更新料、その他の事務手続等については、入居期間を履行義務の充足期間として、履行義務を充足するに

つれて一定の期間にわたり均等に収益を認識しております。

内装収入等については、顧客との契約によりサービスの提供が完了した一時点で履行義務が充足されることか

ら、当該時点において収益を認識しております。

(２) 売買DXインベスト事業

当社は、中古住宅の販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義務を負っ
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ております。当該履行義務は、物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を

計上しております。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(１) 繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

 

(２) 消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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(重要な会計上の見積り)

（棚卸資産の評価）

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （千円）
 前事業年度 当事業年度

販売用不動産 2,617,541 6,912,859
 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(１) 算出方法

当社は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下回っている

販売用不動産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用しております。会計処理の適用に当たっ

ては、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。具体

的には、正味売却価額が販売用不動産等の帳簿価額を下回った場合には、正味売却価額をもって貸借対照表価額と

しております。

(２) 重要な仮定

見積りの算出に用いた重要な仮定は、正味売却価額の算定の基礎となる売価、見積追加製造原価及び見積販売直

接経費であります。

(３) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

当該重要な仮定は財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、見積りと将来の結果が

異なる可能性があります。すなわち、経済環境の悪化等に伴う賃料の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コスト

が発生すること等による賃貸費用の悪化、市場金利の変動に伴う割引率の上昇、住宅販売市況の悪化に伴う販売価

格の低下等により、正味売却価額の算定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。）等を当事業年度

の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表に与える影響はありません。

 
(追加情報)

（資産保有目的の変更）

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したことに伴い、賃貸等

 不動産2,587,845千円を販売用不動産に振り替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
 前事業年度

(2024年６月30日)
 当事業年度

(2025年６月30日)

販売用不動産 2,617,541 6,801,246 

建物 381,168 526,888 

土地 996,980 2,391,552 

関係会社株式 386,354 386,354 

計 4,382,045 10,106,042 
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

短期借入金 2,220,500千円 5,558,600千円

１年内返済予定の長期借入金 262,706 313,294 

長期借入金 2,159,946 4,074,877 

計 4,643,153 9,946,772 
 

 
※２　関係会社項目

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分掲記されたものは除く)は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

短期金銭債権 37,469千円 58,144千円

長期金銭債権 40,956 12,955 

短期金銭債務 41,585 86,928 
 

 

３ 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

 

 
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

株式会社アンビション・バロー 83,350千円 76,690千円

株式会社アンビション・エージェ
ンシー

80,000 80,000 
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 

 
前事業年度

(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

営業取引による取引高     

売上高 32,223千円 92,622千円

売上原価 2,939,121 3,674,951 

販売費及び一般管理費 57,307 60,910 

営業取引以外の取引による取引高 254,464 262,506 
 

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度２％、当事業年度４％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度98％、当事業年度96％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年７月１日
至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

役員報酬 130,110千円 208,128千円

給料手当及び賞与 770,692 870,271 

退職給付費用 11,989 13,699 

地代家賃 75,723 139,870 

支払手数料 40,326 41,594 

減価償却費 63,756 106,774 

貸倒引当金繰入額 42,091 △2,110 

賞与引当金繰入額 139,439 117,363 
 

 
(有価証券関係)

前事業年度(2024年６月30日)

子会社株式(貸借対照表計上額　関係会社株式4,561,439千円)は、市場価格がないため、時価を記載しておりませ

ん。

 
当事業年度(2025年６月30日)

子会社株式(貸借対照表計上額　関係会社株式4,561,439千円)は、市場価格がないため、時価を記載しておりませ

ん。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2024年６月30日)  
当事業年度

(2025年６月30日)

繰延税金資産      

未払事業税 26,038千円  24,560千円

貸倒引当金繰入超過額 26,322  12,266 

減価償却超過額 32,063  18,236 

子会社株式の現物配当による差額 －  65,542 

前受金（契約負債） 183,501  219,537 

賞与引当金 42,696  35,937 

資産調整勘定 －  51,491 

その他 12,164  44,382 

繰延税金資産小計 322,784  471,951 

評価性引当額 △306  △72,477 

繰延税金資産合計 322,478  399,474 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △4,216  △3,116 

企業結合により識別された無形資産 －  △54,976 

繰延税金負債合計 △4,216  △58,092 
繰延税金資産の純額(△は繰延税金負債の純
額)

318,262  341,382 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2024年６月30日)  
当事業年度

(2025年６月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.4 

住民税均等割 0.0  0.0 

評価性引当額の増減 －  0.0 

受取配当金等の益金不算入 △4.5  △3.1 

所得税額控除 △2.3  － 

賃上げ促進税制による税額控除 －  △1.6 

その他 0.1  △0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.6  25.6 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年７月１日

以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年７月１日以

後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効

税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表の「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産

建物 390,332 1,352,952 1,012,043 77,769 653,471 326,212

車両運搬具 17,842 － － 5,941 11,901 6,990

工具、器具及び備品 6,369 37,950 1,139 8,904 34,276 17,957

土地 997,971 2,973,633 1,579,061 － 2,392,543 －

建設仮勘定 5,141 11,415 16,556 － － －

計 1,417,657 4,375,951 2,608,800 92,615 3,092,192 351,159

無形固定資産

ソフトウエア 236,225 69,858 561 73,628 231,893 －

ソフトウエア仮勘定 － 85,529 48,845 － 36,684 －

その他 570 200,970 － 26,669 174,871 －

計 236,796 356,357 49,406 100,298 443,448 －
 

(注) １　「建物」及び「土地」の当期増加額の主なものは、賃貸等不動産として建物1,352,952千円及び土地

2,973,633千円を取得したことによるものです。

 
２　「建物」及び「土地」の当期減少額の主なものは、販売用不動産として建物1,012,043千円及び土地

1,579,061千円を振り替えたことによるものです。

 
【引当金明細表】

(単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 85,965 39,368 85,965 39,368

賞与引当金 139,439 117,363 139,439 117,363
 

 

(２) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(３) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
https://www.am-bition.jp/ir/ad

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(１) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(３) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。　

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第17期)(自 2023年７月１日 至 2024年６月30日)2024年９月27日関東財務局長に提出

 

(２) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年９月27日関東財務局長に提出

 

(３) 半期報告書及び確認書

(第18期中)(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)2025年２月14日関東財務局長に提出

 

(４) 臨時報告書

2024年９月27日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会にお

ける議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書であります。

2025年８月５日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主及び主

要株主である筆頭株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年９月24日

株式会社アンビションＤＸホールディングス

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋　藤　　　哲  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 下　川　高　史  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社アンビションＤＸホールディングスの2024年７月１日から2025年６月30日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アンビションＤＸホールディングス及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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販売用不動産等の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

当連結会計年度末において連結貸借対照表上、販売用

不動産を14,147,684千円、仕掛販売用不動産を6,054,232千

円計上している。（以下「販売用不動産等」という。）

 これらの合計金額の総資産に占める割合は51.4％であ

る。これらの販売用不動産等の評価基準及び評価方法につ

いては、【注記事項】（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）の４．会計方針に関する事項（１）ロ．棚卸資

産の評価基準及び評価方法に記載されているとおり、個別

法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法）を採用している。具体的には、正味売却価

額が販売用不動産等の帳簿価額よりも下落している場合に

は、正味売却価額をもって貸借対照表価額としている。

販売用不動産等の評価における重要な仮定は、正味売

却価額の算定の基礎となる売価、見積追加製造原価及び見

積販売直接経費である。

この重要な仮定は、将来における賃貸用住宅販売市況

や住宅の賃貸市況の変化、想定外の追加コストの発生、開

発の遅延、経済環境や金利の変動などに影響を受ける。

上記のように、販売用不動産等の評価は賃貸用住宅販売

市況や住宅の賃貸市況の変化等に関する予測を含む経営

者の仮定や固有の判断に大きく影響を受け、不確実性が伴

うため、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項

に該当するものと判断した。

当監査法人は、販売用不動産等の評価の妥当性を検討

するに当たり、主として以下の監査手続を実施した。

・　販売用不動産等の評価に係る内部統制の整備状況及

び運用状況の有効性を評価した。

・　販売用不動産等の評価に関連して、以下の監査手続

を実施した。

・　全ての物件について、物件事業計画上の売価から

見積追加製造原価及び見積販売直接経費を控除した

正味売却価額と帳簿価額との比較を行い、販売用不動

産等の評価の適切性を検討した。

・　物件事業計画上の売価は、各算定要素（想定賃料、

想定利回り、管理費、類似物件の成約売価など）につい

て、不動産流通標準情報システム上で保存されている

他の類似物件のデータ等との比較分析を行った。また、

見積追加製造原価は、物件事業計画上の見積総原価

と期末日時点の実績原価の差額と一致していることを確

かめた。さらに、見積販売直接経費は、販売収益に占

める過去の実績割合と比較分析を行った。

・　利益率の低い物件については、販売可能性並びに

見積追加製造原価及び見積販売直接経費の増加の可

能性について所管部署に質問を行った。

・　仕掛中の物件について、開発の遅延がないか所管

部署に質問し、今後の開発の進捗見込みと見積追加製

造原価及び見積販売直接経費について検討を実施し

た。

・　開発完了もしくは仕入の後、販売までの期間が当初

の想定を超えている物件については、所管部署に質問

し、今後の販売見込み、見積販売直接経費について検

討を実施した。

・　当連結会計年度において、販売または完成した販売

用不動産等について、物件事業計画上の売価並びに

見積追加製造原価及び見積販売直接経費と実績を比

較する等し、見積りの不確実性を確かめた。
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株式会社ヴェリタス・インベストメントののれんの評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

近年、会社はM&Aを活用して事業を強化しており、取得

時にのれんが生じている。

当連結会計年度末において、連結貸借対照表上のれん

を558,377千円計上しており、総資産に占める割合は1.4％で

ある。その中でも、2017年10月にM&Aにより100％子会社化

した株式会社ヴェリタス・インベストメント（以下、「ヴェリタス・イ

ンベストメント」という）に関連するのれんが285,158千円との

れん残高の51.1％を占めている。

M&Aにより取得したヴェリタス・インベストメント株式の取得

価額には、超過収益力が反映されている。

会社は、のれんを評価するに当たり、取得時に見込んだ

超過収益力が将来にわたって発現するかに着目し、主に取

得時に策定されたヴェリタス・インベストメントの将来の事業計

画をモニタリングすることで減損の兆候を把握し、兆候がある

場合は減損損失の認識について判定し、必要な場合には減

損損失の測定をしている。

将来の事業計画における重要な仮定は、将来の事業計

画を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積りである。

当連結会計年度末においては、ヴェリタス・インベストメン

ト株式を取得した時点の将来の事業計画に比べて実績が継

続して上回っていることなどから、ヴェリタス・インベストメント

に関連するのれんを含むより大きな単位の資産グループから

減損の兆候は把握されていないものの、当該のれんの金額

的重要性は高い。また、将来の事業計画は経営者の仮定や

固有の判断に大きく影響を受け、将来キャッシュ・フローの見

積りについては不確実性が伴うことから、当監査法人は当該

事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

当監査法人は、ヴェリタス・インベストメントののれんの評

価の妥当性を検討するに当たり、主として以下の監査手続を

実施した。

・　ヴェリタス・インベストメントののれんを含むより大きな単

位の資産グループに関連する減損の兆候の把握、減損損

失の認識の判定、測定に関する内部統制の整備状況及

び運用状況の有効性を評価した。

・　ヴェリタス・インベストメントののれんを含むより大きな単

位の資産グループに関連して、減損の兆候があるかどうか

を確かめるため、以下の監査手続を実施した。

・　将来キャッシュ・フローの見積りを評価するために、そ

の基礎となる将来の事業計画について検討した。

・　将来の事業計画について、取締役会で承認された

次年度の予算との整合性を確かめた。

・　過年度において策定した将来の事業計画と実績との

比較分析を実施して将来の事業計画の見積りの不確実

性を評価した。

・　外部の経営環境の変化等を適切に考慮しているかど

うかを含めて経営者と議論を行い、計画している施策と

将来の事業計画との整合性を検討するとともに、ヴェリタ

ス・インベストメントの主要な指標について、過去実績か

らの趨勢分析を実施した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アンビションＤＸ

ホールディングスの2025年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社アンビションＤＸホールディングスが2025年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年９月24日

株式会社アンビションＤＸホールディングス

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋　藤　　　哲  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 下　川　高　史  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アンビションＤＸホールディングスの2024年７月１日から2025年６月30日までの第18期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アンビションＤＸホールディングスの2025年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

販売用不動産の評価

当事業年度末において貸借対照表上、販売用不動産を6,912,859千円計上している。これらの合計金額の総資産に占め

る割合は32.4%である。監査上の主要な検討事項の内容、決定理由及び監査上の対応については、連結財務諸表の監査報

告書に記載されている監査上の主要な検討事項（販売用不動産等の評価）と同一内容であるため、記載を省略している。
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株式会社ヴェリタス・インベストメント株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

近年、会社はM&Aを活用して事業を強化しており、当事

業年度末において貸借対照表上、関係会社株式を

4,561,439千円計上しており、総資産に占める割合は21.4％

である。その中でも、2017年10月にM&Aにより100％子会社

化した株式会社ヴェリタス・インベストメント（以下、「ヴェリタ

ス・インベストメント」という）に対する関係会社株式が

3,533,131千円と関係会社株式残高の77.5％を占めている。

M&Aにより取得したヴェリタス・インベストメント株式の取得

価額には、超過収益力が反映されている。

ヴェリタス・インベストメント株式の評価については、超過

収益力が実質価額に反映されているため、超過収益力の減

少に基づく実質価額の著しい低下の有無の検討が株式評

価の重要な要素となっている。

会社は、ヴェリタス・インベストメント株式を評価するに当た

り、取得時に見込んだ超過収益力が将来にわたって発現す

るかに着目し、主に取得時に策定されたヴェリタス・インベス

トメントの将来の事業計画をモニタリングしている。

ヴェリタス・インベストメント株式の評価の検討における重

要な仮定は、将来の事業計画を基礎とした将来キャッシュ・

フローの見積りである。

当事業年度末においては、ヴェリタス・インベストメント株

式を取得した時点の将来の事業計画に比べて実績が継続し

て上回っていることなどから、ヴェリタス・インベストメント株式

の減損処理を行っていないものの、当該株式の金額的重要

性は高い。また、将来の事業計画は経営者の仮定や固有の

判断に大きく影響を受け、将来キャッシュ・フローの見積りに

ついては不確実性が伴うことから、当監査法人は当該事項を

監査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、ヴェリタス・インベストメント株式の評価の

妥当性の検討に当たり、主として以下の監査手続を実施し

た。

・　ヴェリタス・インベストメント株式の評価に関する内部統

制の整備状況及び運用状況の有効性を評価した。

・　ヴェリタス・インベストメント株式の評価の妥当性を確か

めるため、以下の監査手続を実施した。

・　将来キャッシュ・フローの見積りを評価するために、そ

の基礎となる将来の事業計画について検討した。

・　将来の事業計画について、取締役会で承認された

次年度の予算との整合性を確かめた。

・　過年度において策定した将来の事業計画と実績との

比較分析を実施して将来の事業計画の見積りの不確実

性を評価した。

・　外部の経営環境の変化等を適切に考慮しているかど

うかを含めて経営者と議論を行い、計画している施策と

将来の事業計画との整合性を検討するとともに、ヴェリタ

ス・インベストメントの主要な指標について、過去実績か

らの趨勢分析を実施した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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